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要旨 

定量位相顕微鏡の事業化に向けた技術開発とビジネス戦略 

本論文は、光学機器メーカーに所属する筆者による定量位相顕微鏡(Quantitative Phase 

Microscopy、以下 QPM)の事業化に向けて行った技術開発とビジネス戦略をまとめたもの

である。QPM は、光干渉計測技術を用いた顕微鏡であり、測定サンプルの光学厚さをナノ

メートルオーダーで取得することができる。所属企業の研究所で開発された QPM 技術を

筆者の所属事業部に技術移転を行い、試作機開発と市場調査を開始したところ、「光学調整

や操作に熟練した技術が必要なため、広く普及させることが難しい」、「所属企業が目指すべ

き明確な市場のニーズが把握できていない」、「競合他社が数多く存在する」という 3 つの

問題点が明らかになった。これらの問題点を解決するために本研究の３つの目的として、

「装置の使いやすさと安定性を向上させるための自動化技術の開発」、「所属企業が目指す

べき市場ニーズを明らかにし、そのニーズに適合した QPM の開発」、「QPM 事業の競争優

位性を高めるためのビジネス戦略の立案」を設定した。 

第 2 章では、光干渉計測技術の基礎について論じ、さらに所属企業の研究所における QPM

技術の研究開発内容を説明する。 

第３章では、QPM の使いやすさと安定性を向上させるための自動化技術開発として、

QPM の光学系に焦点可変レンズ(Focus tunable lens、以下 FTL)を導入することで、コヒー

レンスゲートと幾何学的フォーカス位置を分離する新たな提案手法について述べる。従来

の QPM ではフォーカス調整のたびに参照光路の光路長の再調整が必要であったが、提案

手法では、FTL によってフォーカス移動しても常に干渉縞が得られるため、光路長の再調

整なしに自由にフォーカス位置を変更することが可能になり、装置の使いやすさが向上し

た。FTL を用いることで-200 ~ +300 µm の範囲のフォーカススキャンを可能とし、その応

答速度は 10 ms 程度であった。 

第 4 章では、所属企業が目指すべき市場ニーズを明らかにし、そのニーズに適合した QPM

を開発するため、半導体外観検査装置のシステムインテグレーターである企業 A と実施し

た試作機開発について述べる。想定顧客ニーズを開発事項に反映させるため、企業 A から

半導体外観検査装置に対する QPM の要求仕様についてヒアリングした。要求事項は、「顕

微鏡鏡筒と QPM 光学系の分離」、「カメラの最大フレームレートでの高速撮像」、「撮像した

画像のリアルタイム処理」、「光学調整機構の電動化」の４つであった。1 つ目の要求に対し



  

 

 

ては、干渉計のみを分離した QPM ユニットを開発して対応した。２つ目の要求に関して

は、ピエゾアクチュエーターによる位相シフトの高速化手法を開発し、1 秒間に 160 回の

高速な位相シフトを達成することで対応した。３つ目の要求に対しては、画像処理プログラ

ムをマルチスレッド化し、撮像に対してリアルタイムで画像処理を可能にすることで対応

した。最後の要求に対しては、自動化技術の開発として、光学系の調整機構をステッピング

モーターによって電動化し、高画質な位相画像の取得に必要不可欠である干渉縞コントラ

ストの最適化が容易に実施できるようにすることで対応した。 

QPM 事業の競争優位性を高めるためには、顧客ターゲットを絞り込み、ポジショニング

を明確にしたうえで、独自のビジネス戦略を構築する必要がある。第 5 章では、この目的に

対して、ハーマン・サイモン氏が提唱した「隠れたチャンピオン」の基本戦略に基づき、タ

ーゲット市場の絞り込み、ポジショニング分析、バリューチェーン分析を行った。そして、

これらの一連の分析結果の考察を通じて、所属企業の QPM におけるビジネスモデルを作

成した。具体的なビジネスモデルの内容は、干渉計のコア部である QPM ユニットをパート

ナー企業である半導体外観検査装置のシステムインテグレーターに販売し、パートナー企

業から QPM ユニットを搭載した検査システムをエンドユーザーに販売するというもので

ある。このビジネスモデルにおける価値提案は、半導体ウエハー・チップに対するナノメー

トルオーダーの欠陥・キズ検査の低コスト化である。そして、QPM ユニットの独自の強み

は、コア技術である QPM の製品設計技術と製造技術に注力することで製品品質を高めて

いくことだと確認した。 

第 6 章では、本論文の総括を行い、今後の展望を述べた。3 つの研究目的の達成によって、

QPM 事業の立ち上げに対しての第一歩を踏み出すことができたと結論付けた。今後の展望

として、立案したビジネス戦略を実行に移し、QPM 事業の収益化を達成するためにパート

ナー企業と共同開発を進めている工業向け QPM ユニットの製品化に注力する。そして、さ

らなる事業成長のため、QPM をバイオ分野へ展開することで製品群の拡大を目指していく。 

  



  

 

 

Abstract 

Technological Development and Business Strategy Formulation for 

Commercialization of Quantitative Phase Microscopy 

This thesis describes the technological development and business strategy formulation for the 

commercialization of Quantitative Phase Microscopy (QPM), performed by the author who 

works for an optical equipment manufacturer. QPM is a microscopy technique that uses 

optical interferometry to measure the optical thickness of a sample at the nanometer scale. 

The development of an initial QPM prototype and market research identified the following 

three problems for QPM commercialization: (1) the difficulty in optical adjustment and 

operation, (2) obscurity in market needs, and (3) the presence of a large number of 

competitors. To address these problems, the following three objectives were set: (1) to 

develop an automated measurement system with improved usability and stability, (2) to 

identify the market needs and develop a QPM prototype that meets the identified needs, and 

(3) to formulate a business strategy to gain a competitive advantage in the QPM business. 

Chapter 2 describes the fundamentals of the optical interference technique and 

explains the research and development of QPM technology in our company. 

Chapter 3 describes the development of automated measurement technology and 

measures for improving the usability and robustness of QPM. A new optical system for 

QPM was also proposed. In the system, coherence gating and geometric focusing are 

independently controlled by introducing a Focus Tunable Lens (FTL). In conventional 

QPM, the optical path length on the reference side needs to be readjusted whenever the 

focus is adjusted. By using the proposed method, the FTL changes the focal position 

without readjustment of the optical path length, keeping the contrast of the interference 

fringes high. In this setup, the FTL was able to scan a range of -200 to +300 µm, and the 

response time of the focus scan was about 10 ms. 

Chapter 4 describes the development of a QPM prototype in collaboration with 

Company A (a system integrator for semiconductor inspection) to identify the market 

needs and develop a QPM apparatus that meets those needs. The author interviewed 

Company A about the QPM requirements for semiconductor inspection equipment in 



  

 

 

order to reflect the expected customer needs in the development items. The requirements 

of company A are: (1) separation of the microscope body from the QPM optical system, 

(2) high-speed imaging at the maximum frame rate of the camera, (3) real-time 

processing of captured images, and (4) motorization of the optical adjustment mechanism. 

To satisfy the first requirement, we developed a QPM unit consisting of only the 

interferometer. To satisfy the second requirement, we developed a high-speed phase shift 

method using piezoelectric actuators, which is capable of acquiring phase-shifted images 

at 160 fps. To meet the third requirement, we adopted multi-threaded image processing 

to enable real-time image processing of the captured image. To meet the last requirement, 

we automated the interference fringe contrast optimization by introducing a stepping 

motor, which enabled easy acquisition of high-quality phase images. 

Chapter 5 describes the formulation of a business strategy to gain a competitive advantage 

in the QPM business. Based on the basic strategy of the "Hidden champion" proposed by 

Herman Simon, the author conducted target market selection, positioning analysis, and value 

chain analysis. The author then formulated a business model by integrating the results 

obtained by these analyses. The business model is as follows: the company the author works 

for should provide QPM units to semiconductor inspection equipment manufacturers, and 

then the manufacturers should sell inspection systems equipped with the QPM unit to end-

users. The value proposition is a reduction in cost for the inspection of nanometer-order 

defects and scratches on semiconductor wafers and chips. Then, it was confirmed that the 

company the author works for should enhance the quality of their QPM products by focusing 

on improving the product design and manufacturing new products. 

Chapter 6 summarizes the above contents and discusses the prospects of the QPM 

commercialization. By achieving the three objectives above, the author concluded that 

the first step has been taken toward the launch of the QPM business. The author will be 

dedicated to the commercialization of QPM units for semiconductor inspection according 

to the business strategy formulated in this study. To further grow the QPM business, 

QPM products will be extended to biological fields. 
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第1章 序論 

1.1 研究背景 

1.1.1 所属部署のビジネス状況 

筆者は光関連の電子部品・機器メーカーの技術者であり、筆者の所属部署では、長期的な

成長を目的として、多角化によって新規事業の立ち上げを行い、新たな収益源を生み出すこ

とが喫緊の課題となっていた。まず、所属部署の既存事業のビジネス状況から説明を始める。 

筆者の所属部署は、ステルスダイシング（Stealth Dicing, 以下 SD）事業をもとに立ち上

げられ、現在は SD 事業のみを展開している。SD 技術とは、ウエハーに対して透過波長の

パルスレーザーを用いて、ウエハー内部を加工することに特徴を持ったダイシング手法で

ある[1]。SD 技術は従来のブレードダイシングに比べて非接触で加工できるため、処理速度

が速い、パーティクルレス、完全ドライプロセス、切削ロスがないなどの多くの利点を有し

ている[2]。SD 事業は、2002 年から開発が始まり、2004 年 12 月にシリコンウエハー向け

の最初の製品が発売された[3]。発売当初は、完全ドライプロセスの特徴から特にパーティ

クルの影響を受けやすい MEMS 向けを中心に SD 技術が採用された。その後、加工スルー

プットの高速化要求の高まりから、LED や Memory 向けに SD 技術の導入が進んだ。この

ように所属部署では市場動向に合わせたイノベーションを継続してきた結果、2019 年には

SD 事業は、30 億円程度売上高を持つ事業に成長している[4]。 

SD 事業では、SD エンジンと呼ばれるレーザー加工光学系、観察系を搭載した光学モジ

ュールを製造している。SD エンジンは、パートナー企業に OEM 供給され、その後パート

ナー企業にて半導体製造装置に SD エンジンを搭載し、エンドユーザーへ販売、もしくはパ

ートナー企業の社内生産設備となる。また、SD エンジンの OEM 供給に付随して、SD 技

術に関する特許ポートフォリオがパートナー企業にライセンスされる。図 1.1 に SD 事業の

パートナー企業を示す。2022 年現在、浜松ホトニクス株式会社で製造された SD エンジン

は、株式会社ディスコ、西進商事株式会社、日亜化学工業株式会社の 3 社のパートナー企業

へ提供されている[5], [6]。 



第 1 章 序論 

 —————————————————————————————————————— 

2 

 

 

図 1.1 SD 事業の協業パートナー 

SD 事業の売上高は、製品発売から 2019 年までの間、順調に拡大している。図 1.2 に SD

事業の売上高比率と世界半導体製造装置市場(以下、WWSEMS)の推移を示す。横軸は所属

企業の決算期、縦軸の左軸は所属企業の 2019 年 9 月期の売上高を基準とした比率、右軸は

WWSEMS[7]を示している。SD 事業の売上高は WWSEMS と連動しており、半導体市場規

模の拡大とともに成長していることがわかる。2010 年からの 3 年間のみ売上高が拡大して

いる理由は、高輝度 LED 市場向けの SD エンジンの販売が一時的に増加したためである。 

 

図 1.2 SD 事業の売上高と世界半導体製造装置市場(WWSEMS)の比較 

出所：WWSEMS [7]を引用し筆者作成 
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SD 事業は右肩上がりに売上高が伸びているものの、所属部署の製品群はダイシング市場

向けの SD エンジンのみであり、外部環境に対して経営リスクが高い状況にあった。実際に

は、生産設備投資と需要ピークのタイミングのズレと半導体不況が重なり、減価償却費が利

益を圧迫することで部署の経営が厳しくなる場面があった。さらには、SD 事業は立ち上げ

から 15 年以上経過しており、製品ライフサイクルの成長期に位置している。そのため、SD

事業が成熟期に入る前に新たな事業を立ち上げるべきタイミングである。このような背景

から、所属部署では長期的な成長を目的として、多角化によって新たな収益源を生み出す新

規事業候補の探索を開始した。 

1.1.2 新規事業候補の探索 

多角化を進めることは経営資源を分散させることであり、短期的にはコストの上昇が避

けられない。そのため、可能な限り多角化に伴うリスクを低減するためには、既存事業で培

ってきた強みを新規事業へ適用することが重要である。加えて、既存事業と新規事業がシナ

ジー効果を得られることが望ましい。 

そこで、SD 事業で培ってきた強みを分析するために SWOT 分析を実施した。SWOT 分

析とは、目標を達成するために意思決定を必要としている組織や個人が、事業を取り巻く重

要な要因を２軸に分けて分析し、事業環境の変化に対応した経営資源の最適活用を図る経

営戦略手法の 1 つである[8]。具体的には内部環境要因として強みと弱み、外部環境要因と

して機会と脅威に分類する。SD 事業の環境分析を実施した結果を図 1.3 に示す。既存事業

の強みは２つある。1 つ目は SD エンジンの開発によって培った複数の光学素子、機構部品、

制御回路を統合する光学モジュールの設計技術を保有していることである。２つ目は SD エ

ンジンという光学モジュールを複数のパートナー企業に提供するビジネスモデルを経験し、

それに成功していることである。弱みについては、既存事業は設備投資が多く、固定費が高

いことから、高コスト体質である。機会については、2022 年現在、半導体製品の需要はコ

ロナ禍を背景に増加しており、今後も継続した成長が予想されている。最後の脅威について

は、1 つ目は SD 技術が今後デバイスの構造変化に対応できない可能性があること。２つ目

は、製品プロダクトサイクルの成長期に位置していることからコピーメーカーや競合技術

が台頭する可能性があることである。SWOT 分析の結果から、SD 事業の強みは、光学モジ

ュール設計技術を保有していること、光学モジュールをパートナー企業へ提供するビジネ

スモデルに成功していることだと分かった。したがって、この２つの強みを新規事業候補の

方向性とすることが望ましいといえる。 
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図 1.3 SD 事業の SWOT 分析 

新たな製品群を早期に事業化するために、SWOT 分析で明らかになった SD 事業の強み

と親和性が高い技術を所属企業の研究所の技術シーズの中から探索した。研究所の研究・開

発テーマは約 30 テーマが存在し、テラヘルツ量子カスケードレーザー、高出力レーザー、

次世代蛍光顕微鏡技術、3 次元像フローサイトメーター技術、定量位相顕微鏡、光マンモグ

ラフィ、有機デバイス(OLED)などがあった[9]。これらの技術シーズから光学モジュール

設計技術を適用することでき、かつ基礎研究が完了し、応用研究されているシーズを選択し

た。その結果、光干渉計測技術の一種である定量位相顕微鏡(Quantitative Phase Microscopy, 

以下、QPM)が新規事業候補となった。QPM は単一の光学コンポーネントではなく、複数

の光学素子、機構部品、制御回路が統合された光学モジュールである。既存事業は、レーザ

ー加工用の光学モジュールを製造しているが、SD エンジンの開発チームは、光学モジュー

ルのカスタマイズ設計を得意としており、これらの設計技術とノウハウを QPM の製品開

発に活用できる可能性が高いと判断した。その上で、QPM を光学モジュールとしてパート

ナー企業に提供し、パートナー企業にて顕微鏡システムを構築するビジネスモデルを想定

した。研究所では、QPM はバイオ向けの応用を中心に研究開発が行われていたが、筆者の

所属する事業部へ QPM を技術移転する際には、早期の製品化を実現するために工業向け

への応用も検討することとなった。なぜならば、SD 事業で構築した半導体分野のネットワ

ークを QPM 事業にも活用できるためである。 

1.2 QPM の事業化における問題点 

QPM とは、光干渉計測技術を用いて測定対象からの反射光や透明物体を透過した光の位

相情報を定量的に得ることのできる顕微鏡である。QPM は、従来の明視野観察や位相差観

察、微分干渉観察では得られなかった定量的な位相情報を取得することができるため、ナノ
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メートルオーダーの細胞や組織の厚さの変化、物体表面の微小な高さの欠陥を可視化する

ことができる。水平分解能は顕微鏡の対物レンズの性能と同等であるが、垂直分解能は干渉

計測により、観察波長の 500 分の 1 程度の分解能が得られる。図 1.4(a)に研究所で開発さ

れた試作機を示す。試作機の外形寸法は 200 mm×200 mm×400 mm であり、装置重量が

4.5 kg、消費電力 10 W の小型で軽量なシステムである。干渉計測は、振動や温度変化とい

った外乱ノイズによって測定結果が大きく影響される問題がある。本試作機は、振動の影響

をキャンセルする光路長安定化機構が備わっており、除振台不要で測定ができる[10]。図

1.4(b)に示した生細胞のイメージング結果では、透明である細胞が光学厚さの違いによって

可視化され、細胞内部の微細構造が見えている。連続的に撮像することで動的な細胞の形状

変化を捉えることも可能である。 

  

図 1.4 (a)QPM 試作機の外観、(b)生細胞の光学厚さ画像 

研究所で開発された QPM 試作機を事業部に技術移転を行い、事業部で試作機開発を開

始した。まず、研究所の試作機の基本構成はそのままに光学性能を向上するための改良設計

を実施し、「フラッグシップ機」と呼ばれる試作機を開発した。具体的には、光学部品の取

付精度の向上、CMOS カメラの素子サイズを 2/3 インチから 1.1 インチへ変更、照明光学

系を改善した。その結果、フラッグシップ機では、観察視野の拡大と高画質化を達成した。

図 1.5(a)にフラッグシップ機の外観を示す。フラッグシップ機では、顕微鏡鏡筒と干渉光学

系を分離し、QPM のコア部である干渉光学系の改良設計を容易にした。図 1.5(b)にフラッ

グシップ機によるテストターゲット(ネガティブ 1951 USAF ターゲット)の高さプロファイ

ル画像を示す。測定条件は、倍率 10 倍、光学分解能 1 µm、視野 13.8 mm × 10.3 mm であ

った。測定結果より、画像にはノイズなどの画像劣化はなく、高画質な測定結果が得られた。

また、工業サンプルの測定にも QPM を適用できることを確認した。 

a b
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図 1.5 (a)フラッグシップ機の外観、(b)テストターゲットの高さプロファイル画像 

フラッグシップ機を開発し、事業部でテスト測定の実施や操作性の確認をすることで、装

置の問題が明らかになった。QPM は干渉計であるため、サンプルを測定する際には、サン

プルに合わせた光学調整が必要となる。この光学調整は、研究所の試作機と同様にフラッグ

シップ機でも手動ステージによって行われていた。干渉計の光学調整は、干渉計の仕組みを

熟知している必要があり、手動ステージを用いる方法では、誰にでも直感的に操作すること

はできなかった。 

次に製品化に向けて想定顧客を絞り込むために、研究所の QPM 開発メンバーに過去の

開発案件についてヒアリングを実施した。研究所では 2003 年から QPM の研究開発を開始

し、ニーズ探索のために試作機を用いて複数の共同研究を実施していた。しかしながら、具

体的なニーズが見つからず、開発の方向性を定めることができていないかった。その結果、

試作機にどのような機能を搭載するべきか不明な状況であった。また、研究所ではマーケテ

ィングのために試作機を想定顧客に貸与するためのチャネルを持ち合わせていなかった。

外部からの問い合わせは、会社ホームページ経由のみであり、充分なマーケティングが実施

出来ていなかったとのことであった。 

さらに、QPM 技術に関連した市場調査を実施したところ、QPM 技術と同様に光干渉計

測技術を応用した複数の装置が製品化されており、多くの競合他社が存在することが判明

した。図 1.6 に主な競合他社の製品について示す。工業向け、バイオ向けにそれぞれ製品化

されており、様々なアプリケーションに対しての適用が進められている。工業向けには、主

に半導体ウエハー、光学部品の表面形状計測に用いられており、世界市場規模は 180 億円

a b

nm
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程度である[11]。また、バイオ向けには、非染色での形状、体積の測定、蛍光観察との組み

合わせによるマルチモーダル測定に利用されており、幹細胞やニューロサイエンスの研究

に使用されている。バイオ向けの世界市場規模は 20 億円程度である[12]。 

 

図 1.6 QPM 技術の競合製品の一例 

事業部でのフラッグシップ機開発、市場調査をしていく段階で明らかになった問題点を

以下の３つにまとめる。 

問題点１：試作機は操作が難しく、熟練者でなければ使いこなせない。 

開発された試作機は、光学調整は容易ではなく、干渉計の構造を熟知している技術者でな

いと操作が難しかった。加えて、試作機は、研究向けのチャンピオンデータを取得すること

を前提としているため、高性能ではあるが、撮影の条件設定が難しく、幅広い条件で撮像す

ることに対応していなかった。市場に広く受け入れられるためには、誰にでも簡単に操作で

きる設計にすることが望ましい。 

問題点２：所属企業が目指すべき市場ニーズが明らかになっていない。 

QPM は 2003 年から研究所で研究開発が進められ、ニーズ探索も行われたものの、具体

的なニーズが見つかっていない。そのため、製品化するために必要な市場ニーズが明確にな

っていないことから、実際にどのような機能を製品に搭載すべきであるかが不明な状況で

あった。また、研究所では具体的なニーズを調査する手段が限られていた。 

問題点 3：市場には多くの競合他社が参入しており、独自のビジネス戦略が描けていない。 

QPM 技術と同様に光干渉計測技術を応用した装置は、様々なメーカーから発売されてお

Lyncee Tec

Phi OpticsNanolive Phasics

SensofarLasertec

バイオ向け

工業向け

Bruker Zygo

Phase Holographic 

Imaging

Tomocube



第 1 章 序論 

 —————————————————————————————————————— 

8 

 

り、研究開発や産業での活用が進んでいる。そのため、単純に汎用的な計測装置として QPM

を製品化した場合には、競合他社との差別化は困難である。したがって、独自性のあるビジ

ネス戦略の構築が必要であった。 

1.3 本研究の目的 

本研究の大目的は QPM 事業の立ち上げである。前節に示した３つの問題点を解決する

ための研究目的を以下の３つに設定した。 

研究目的１：装置の使いやすさと安定性を向上させるための自動化技術を開発する。 

干渉光学の調整を容易にして、誰にでも使える装置にするために新規の光学系を提案す

る。そのため、QPM の光学調整機構を電動化し、様々な測定サンプルに対して簡単に使用

できる装置を開発する。 

研究目的２：所属企業が目指すべき市場ニーズを明らかにし、そのニーズに適合した仕様の

QPM を開発する。 

QPM を製品化するためには、顧客ニーズや特定のアプリケーションに対して適合した開

発が必要である。そのため、想定顧客と製品化を前提とした共同開発を実施して、想定顧客

の具体的なニーズに基づいた試作機を開発する。 

研究目的３：QPM 事業の競争優位性を高めるビジネス戦略を立案する。 

QPM 事業が競合他社に対して競争優位性を高めていくためには、顧客ターゲットを絞り

込み、ポジショニングを明確にしたうえで、独自の戦略を構築する必要がある。そのため、

所属企業の強みを生かしたビジネス戦略を立案する。 

1.4 本論文の構成 

本論文の構成を図 1.7 に示す。本論文は以下の６章で構成される。 

第 1 章では、序論として本研究の背景、目的、構成を述べた。 

第 2 章では、光干渉計測技術の基礎について説明し、所属企業における QPM の過去の

開発、QPM の技術的な課題を提示する。 

第３章では、バイオ向け QPM の使いやすさ向上のための開発として、細胞の深さ方向の

スキャンを高速化した試作機開発について述べる。 

第４章では、製品化を念頭に置いた工業向け QPM の試作機開発について述べる。共同開
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発先からの要求事項に基づく試作機開発について述べる。 

第５章では、QPM 事業の競争優位性を高めるために立案したビジネス戦略について述べ

る。 

第６章では、本研究の振り返り、本研究の結論、今後の展望について述べる。 

 

図 1.7 本論文の構成 

第1章 序論

第6章 結論

第2章 光干渉計測技術の基礎とこれまでのQPMの研究開発

第4章 工業向けQPMの開発

第5章 ビジネス戦略の立案

第3章 バイオ向けQPMのフォーカススキャン機構の開発
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第2章 光干渉計測技術の基礎とこれまでの QPM の研究開発 

2.1 はじめに 

本章では、QPM に関連した光干渉計測技術の概要、定量位相イメージング手法について

述べる。次に、所属企業でこれまでに実施された QPM の研究開発内容について説明し、最

後に所属企業における QPM の技術的な課題をまとめる。 

2.2 光干渉計測技術の概要 

光の干渉を用いた計測技術は、非接触、かつ計測時間が高速であり、ナノメートルオーダ

ーの分解能が得られるという利点から、研究開発や産業の多くの場面で利用されている。干

渉とは、2 つ以上の波が重なることで、強め合ったり弱めあったりして、新しい波形が生成

される現象のことである。光干渉を用いることで、表面形状、屈折率などを測定できる。 

干渉計の中でも最も一般的な干渉計は、マイケルソン干渉計、あるいはトワイマン・グリ

ーン干渉計と呼ばれている[13]。マイケルソン干渉計の概略図とテストターゲットの干渉画

像を図 2.1 に示す。光源からの光はビームスプリッターによって２つの光路に分けられ、物

体側と参照ミラーに向かう。次に光は物体表面と参照ミラーで反射し、ビームスプリッター

で再び合成される。最後に２つの光が干渉して干渉縞が発生し、これを光検出器によって検

出する。この干渉縞をカメラなどで取得することで干渉画像が得られる。特に LED などの

低コヒーレンス光源を用いる場合には、可干渉距離が短いため、物体光路と参照光路の距離

を可干渉距離以下に一致させる必要がある。 

 

図 2.1 マイケルソン干渉計の概略図とテストターゲットの干渉画像 

ここで物体光強度 𝐼𝑜𝑏𝑗、参照光強度を 𝐼𝑟𝑒𝑓、参照光と物体光の位相差を𝜑𝑜𝑏𝑗(𝑥, 𝑦)とすると
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illumination
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camera
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Mirror

BS

干渉画像
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観察される干渉強度𝐼(𝑥, 𝑦)は 

𝐼(𝑥, 𝑦) =  𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 + 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 𝑐𝑜𝑠[𝜑𝑜𝑏𝑗(𝑥, 𝑦)]       (2.1) 

と表される。光干渉計測では、干渉縞を何らかの方法で解析して、式(2.1)の位相 𝜑𝑜𝑏𝑗(𝑥, 𝑦)

を求める。 

2.3 定量位相イメージング手法 

位相に感度のある干渉計測手法を用いることで、被検物の表面形状や光学的厚さを定量

的に顕微イメージングする手法は、デジタルホログラフィ顕微鏡(DHM: Digital Holography 

Microscope）、定量位相顕微鏡(QPM: Quantitative Phase Microscope)あるいは定量位相イ

メージング(QPI: Quantitative Phase Imaging)と呼ばれ、現在までに様々な方式が考案され

ている[14], [15]。本節では、代表的な位相解析手法である、位相シフト法、フーリエ変換

法の原理について述べる。また、これらの関連技術の白色干渉法の原理について述べる。 

2.3.1 位相シフト法 

位相シフト法では、干渉計の参照ミラーをピエゾアクチュエーター(PZT)によって動かし、

既知の光路長差を変化させた時に得られる 3 枚以上の干渉縞から位相を計算する。図 2.2 に

位相シフト法の概略図を示す。最も一般的な手法として４点位相シフト法が知られている

[16]。４点位相シフト法では、等間隔に参照ミラーをλ/8 ずつ移動し、4 枚の干渉縞を取得

する。λ/8 の移動は、参照光のπ/2 の位相変調に対応する。以下に 4 枚の干渉縞は対応し

た式(2.2)、(2.3)、(2.4)、(2.5)を示す。 

 

図 2.2 位相シフト法の概略図 
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𝐼0 =  𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 + 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 cos 𝜑         (2.2) 

𝐼1 =  𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 + 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 cos(𝜑 + 𝜋 2⁄ )   = 𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 − 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 sin 𝜑 (2.3) 

𝐼2 =  𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 + 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 cos(𝜑 + 𝜋)        = 𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 − 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 cos 𝜑  (2.4) 

𝐼3 =  𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 + 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 cos(𝜑 + 3𝜋 2⁄ ) = 𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 + 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 sin 𝜑  (2.5) 

これら４つの式によって、以下の式(2.6)のように位相が計算できる。 

𝜑 = tan−1[(𝐼3 − 𝐼1) (𝐼0 − 𝐼2)⁄ ]       (2.6) 

位相シフト法は、水平分解能の劣化が無く、高画質な位相画像が取得できることが特徴で

ある。一方、複数枚の画像取得が必要なため、移動物体の測定には適していない。 

2.3.2 フーリエ変換法 

フーリエ変換法とは、参照ミラーを傾け、もとの干渉縞にキャリア縞に与えて、1 枚の干

渉縞からフーリエ変換して位相を計算する手法である[17]。図 2.3 にフーリエ変換法の概略

図を示す。図 2.1 のマイケルソン干渉計の参照ミラーに微小の傾きを与えると空間キャリア

周波𝑓𝑥0, 𝑓𝑦0を持った、干渉強度である空間キャリア縞パターンとして 

𝐼(𝑥, 𝑦) =  𝐼𝑜𝑏𝑗 + 𝐼𝑟𝑒𝑓 + 2√𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 𝑐𝑜𝑠[2𝜋(𝑓𝑥0𝑥 + 𝑓𝑦0𝑦) + 𝜑𝑜𝑏𝑗(𝑥, 𝑦)]  (2.7) 

を得ることができる。 

次に式(2.7)の空間キャリア縞パターンを 2 次元フーリエ変換すると、式(2.7)の右辺の第

1 項、第 2 項である非干渉成分と第 3 項である干渉成分のスペクトルに分かれる。干渉成分

の正の周波数をフィルターによって取り出し、キャリア周波数を取り除くために原点位置

に移動する。この成分を逆フーリエ変換すると、複素振幅𝑢(𝑥, 𝑦)が以下の式(2.8)ように得

られる。 

𝑢(𝑥, 𝑦) = √𝐼𝑜𝑏𝑗𝐼𝑟𝑒𝑓 𝑒𝑥𝑝[𝑖𝜑𝑜𝑏𝑗(𝑥, 𝑦)]      (2.8) 

したがって、位相𝜑𝑜𝑏𝑗(𝑥, 𝑦)は複素振幅の実部と虚部の値から、式(2.9)のように求めるこ

とができる。 

𝜑 = tan−1{Im[𝑢(𝑥, 𝑦)] Re[𝑢(𝑥, 𝑦)]⁄ }      (2.9) 

このようにフーリエ変換法は、一枚の画像から位相を計算できるため、高速測定に適して

いる。しかしながら、この手法は、測定対象面の凹凸の空間周波数がキャリア縞の周波数よ
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り十分低いという前提のもとに導出されている。そのため、キャリア周波数を取り除く際の

フィルタリング処理で測定対象面の高周波成分が失われ、水平分解能が低下するという問

題がある[18]。 

 

図 2.3 フーリエ変換法の概略図 

2.3.3 白色干渉法 

白色干渉法とは、ハロゲンランプや白色 LED などの広帯域の低コヒーレンス光源を用い

て、測定面に対応する干渉強度が最大になる位置を取得し、物体の三次元形状を計測する手

法である[19]。 図 2.4 に白色干渉法の概略図を示す。光学系は位相シフト法とよく似てい

る。低コヒーレンス光源を用いて、参照ミラーを PZT によって移動することで、干渉波形

であるインターフェログラムが得られる。このインターフェログラムから参照光路と物体

光路の光路長差が０になる位置を正確に求めることができる。インターフェログラムのピ

ーク位置が試料表面の高さに対応しているため、カメラの各画素におけるインターフェロ

グラムのピーク値を記録することで、物体表面の三次元形状を一括して求めることができ

る。白色干渉計は低コヒーレンス光源を使用しているため、レーザー光源で発生するスペッ

クノイズが生じず、画像の劣化が起こらない。本研究で開発する QPM においてもこの利点

から低コヒーレンス光源を採用している。一方、白色干渉法の欠点としては、干渉信号の生

成範囲が機械的な走査範囲に依存するため、計測時間が比較的長いことである。 
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図 2.4 白色干渉法の概略図 

2.4 所属企業での QPM の開発 

本節では、所属企業における QPM の研究開発と過去の事業化検討について述べる。 

所属企業での QPM の研究開発は、2003 年に研究所に所属する研究者がマサチューセッ

ツ工科大学に派遣され、所属企業に QPM の基礎技術を持ち帰ることをきっかけに始まっ

た。その基礎技術をもとに、マイケルソン干渉計の派生形であるリニク干渉計を用いた反射

型 QPM[20]、さらにはマッハツェンダー干渉計を用いた透過型 QPM[21]が開発された。

所属企業の QPM の特徴としては、画像劣化の原因となる振動や温度変化といった環境ノ

イズによる干渉縞のぶれを低減するために、干渉信号の一部をフォトダイオードで検知し

てフィードバック回路を用いることで、物体光路と参照光路の光路長が一定になるように

光路長を制御する機構が搭載されていたことである。この機構によって環境ノイズに起因

する光路長の変位量は、制御前と比べて 1/10 以下に抑制されている[22]。QPM はこのフ

ィードバック回路を用いることで、特別な除振台を使用せずに干渉縞を安定的に撮像する

ことができた。 

研究所の QPM が開発されてからは、QPM の非染色イメージングという特徴を生かして、

バイオ向けのアプリケーション探索のために複数の共同研究が実施された。細胞膜[23], 

[24]や幹細胞[25]の観察、光免疫治療によるがん細胞の破壊[26], [27]など、アプリケーシ

ョンごとに機能を最適化した装置開発を進められた。 

研究所では、通常の明視野観察や蛍光観察では見えない微細構造の観察を目標にして

QPM を開発していたため、高画質で高分解能の位相画像を取得に特化した方式を採用して

いた。研究所で開発された QPM 試作機には以下の３つの特徴があった。 
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1. 光源は低コヒーレント光源である LED を採用し、レーザー照明特有のスペックルノイ

ズや固定パターン状のバックグラウンドノイズといった画質の劣化要因が生じない。 

2. 物体光路と参照光路を分離した２光束干渉計を採用し、自己干渉型干渉計で発生する

特有のハロー上のアーチファクトが発生しない。 

3. 位相シフト法を採用することで明視野観察と同等の水平分解能を確保している。 

一方、低コヒーレンス光源を用いていることから可干渉距離が数十 µｍ程度と短く、干渉光

学系の調整は非常にシビアであった。そのため、実際の運用においては、測定サンプルが変

わるたびに光路長の初期調整と参照ミラーのフォーカス調整が必要であった。加えて、生物

サンプルの場合、顕微鏡の Z 軸ステージを用いてフォーカス調整すると、物体光路の光路

長が変わるため、フォーカスを変えるたびに参照光路の光路長を再調整する必要があった。

QPM 試作機では、これらの調整は手動ステージで行われており、熟練した研究者以外が活

用することはできていなかった。このように、QPM 試作機は、調整方法にノウハウが必要

な装置であったため、装置としての手離れが悪い状況であった。それゆえ、実際のユーザー

であり、干渉計に熟知していないバイオ研究者が QPM を単独で使いこなすことは困難で

あり、QPM の操作に熟練した研究者が案件ごとにサポートをしなくてはいけないと状況で

あった。 

最後に、研究所の QPM 研究成果の事業化検討について説明する。これまでに事業化検討

は 2 回実施されたが結果としては断念している。1 回目の事業化検討は、2006 年に本学の

修了生である池田氏によって行われた。池田氏は、ホログラフィク技術の事業化のために浜

松ホトニクス株式会社からスピンオフして、パイフォトニクス株式会社を設立した。設立し

た会社では、測定機器である QPM と照明機器である LED 照明装置の事業化開発が行われ

た。前者の QPM は、将来的な市場規模は大きいものの、事業として展開するのにはとても

時間がかかり、数年での黒字化は困難であると判断されたため開発は中断された。後者の照

明機器は、ホロライトと呼ばれる製品が開発され、短期間に様々な用途向けへ製品化され、

事業化が達成された[28]。2 回目の事業化検討は所属企業によって実施された。所属企業は

2010~2013 年の NEDO プロジェクト[29]に参加し、幹細胞の品質管理に対するアプリケー

ションを開発した。しかしながら、その当時は幹細胞の培養に関する周辺技術で未成熟であ

ることが判明し、製品化を断念した。この 2 回の事業化検討が示すことは、QPM は干渉計

装置として、システムやモジュールとしての開発が必要であり、分野によっては干渉計以外

の周辺技術の開発も必要になる場合があるということである。そのため、早期に事業を立ち

上げていくためには、市場ターゲットの絞り込みによって、独自のビジネス戦略の構築が必
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要であるといえる。 

2.5 まとめ 

本章では、はじめに QPM に関連した光干渉計測技術の概要、次に位相解析手法である定

量位相イメージング手法について述べた。最後に、所属企業の研究所で実施された QPM の

研究開発内容と過去の事業化検討について説明した。研究所の QPM 試作機は、水平分解能

に劣化が無く、ノイズのない高画質な位相情報を取得できる装置であったが、光学系の調整

は手動であり、その調整には一定のノウハウが必要であったため、使いやすい装置とは言え

なかった。そのため、QPM を事業化するための技術的課題は、装置の使いやすさと安定性

を向上させるための光学調整機構の自動化技術の開発である。また、過去の事業化検討の結

果から、QPM 事業を早期に立ち上げていくためには、技術開発と並行して、市場ターゲッ

トの絞り込みにより、独自のビジネス戦略の構築が必要である。 
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第3章 バイオ向け QPM のフォーカススキャン機構の開発 

3.1 はじめに 

細胞生物学における定量位相イメージング（Quantitative Phase Imaging 、以下 QPI）は、

光路差の空間的なマッピングを定量的に得るためのイメージング技術であり、生きた細胞

の構造とダイナミクスをラベルフリー、非侵襲、前処理不要で可視化することができる[30]。

その応用としては、生細胞の体積変化の測定、細胞や組織における屈折率の不均一性の可視

化、細胞のアポトーシスによる収縮、生細胞の細胞膜や核膜の膜変動などが挙げられる[14], 

[23], [31]–[36]。 

QPI が細胞生物学分野に広く普及するためには、その使いやすさは重要である。所属企

業の QPM 試作機は、第 2 章で説明した低コヒーレンス光源と位相シフト法を採用してお

り、空間解像度の劣化が発生せず、高い定量性が得られる。一方、干渉縞を得るための光路

長調整がシビアであること、振動などの環境ノイズに影響を受けやすいといった問題点が

ある。そのため、QPM 試作機を普及させるためには、装置の使いやすさを大幅に改善する

必要がある。 

図 3.1 に QPM 試作機における光学調整の概略図を示す。細胞を観察する場合、工業サン

プルと異なり、フォーカス面は任意の位置にあるため、サンプルのフォーカス調整をすると

物体側の光路長が変化する。LED などの低コヒーレンス光源を使用する場合、波長帯域幅

によるが可干渉距離が 50 µm 以下と狭い。そのため、フォーカス調整によって物体側と参

照側の光路長差が可干渉距離を超えると、参照側の光路長の再調整が必要となる。つまり、

焦点深度を超えて細胞や生体サンプルに対してフォーカス移動を行うためには、フォーカ

ス調整後に光路長調整を毎回実施する必要であり、QPM 試作機は使いやすい装置とはいえ

なかった。 
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図 3.1 QPM 試作機における光学調整の概略図 

前述のとおり、QPI において低コヒーレンス光源を用いて、焦点深度を超えて細胞や生

体サンプルに対してフォーカス移動を行うには、光路長とフォーカス条件を同時に調整す

る必要がある。これまで研究では、タイムドメイン OCT（TD-OCT）の研究において、高

精度のアクチュエーターを用いることで光路長とフォーカス条件の調整が行われた[37]。ま

た、スペクトルドメイン OCT（SD-OCT）や波長掃引光源 OCT（SS-OCT）の研究では、

参照光路のみに焦点可変レンズ（Focus tunable lens, 以下、FTL）を導入して、高速な焦点

移動と高い横方向の解像度を両立させている。しかしながら、この構成は参照光路と物体光

路の光路長差が大きく、低コヒーレンス光源を用いるシステムには適用することはできな

い[38]–[40]。低コヒーレンス光源を用いたフォーカススキャンの成功例としては、Spatial 

Light Interference Tomography（SLIT）と呼ばれるコモンパス技術がある[41]。SLIT では、

コモンパス干渉計であるため、物体光路と参照光路が常に一致しており、Z スキャン時には

光路長の再調整が必要なかった。 

本章では、コンパクトなリニク干渉計をベースとした QPM に費用対効果の高い FTL を

導入することで、コヒーレンスゲートと幾何学的なフォーカスを切り離し、高速なダイナミ

ックフォーカスを実現する新たな光学系を提案する。これまで TD-OCT で報告されていた

構成とは異なり、サンプルディッシュの下にミラーを配置した独自のサンプル構成によっ

て、FTL のみでフォーカススキャンを実現した。また、QPM では、2 光束干渉計を用いて

いるため、画像の空間的な低周波成分が維持され，ハローのない画像が得られた。実験では、

ポリスチレンビーズと生細胞の測定において、FTL を用いた QPI のフォーカス調整を実証

した。本章の提案方法を用いることで、これまで必要になっていたフォーカス調整に伴う光

路長調整は不要になる。 

LED
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3.2 実験のセットアップ 

3.2.1 ダイナミックフォーカス低コヒーレンス・リニク干渉計のセットアップ 

コンパクトな QPI システムを構築するために、反射型のリニク干渉計を採用した。リニ

ク干渉計とは、マイケルソン干渉計において参照側と物体側に同じ波面収差を持つ対物レ

ンズを使用する干渉計である[42]。図 3.2(a)、(b)はリニク干渉計を用いた定量位相イメー

ジングシステムの概略図と撮像システムの写真である。サンプルチャンバーの下に「サンプ

ルミラー」と呼ばれるミラーが配置されている。照明はスペックルノイズのない画像を得る

ために、LED (Cree, XQ-E、中心波長=528 nm）を用いたケーラー照明を構築した。また、

光路長の調整を容易にするために照明部にバンドパスフィルター（Thorlabs、FL532-3、 半

値幅 3 nm）を挿入した。バンドパスフィルターを適用した光源の波長帯域幅から算出した

時間的コヒーレンス長は大気中で 42 µm であった。 

ケーラー照明からの光は、ビームスプリッターで分割され、参照ミラーとサンプルミラー

で反射し、再び合成されて FTL を通過した後、結像レンズ（シグマ光機、DLB-25.4-200PM、

f＝200mm）によって、CMOS カメラ（IDS Imaging Development Systems、UI-3080CP-

M-GL Rev.2）の撮像面上に干渉縞を形成した。また、光路長のバランスをとるために物体

光路と参照光路には同一の対物レンズ（オリンパス、LUCPLFLN 20X、NA=0.45）を使用

した。サンプルチャンバーを含む物体光路と参照光路の間の収差を一致させるために、参照

ミラーにガラス製の補償板を接着した。 

物体光路と参照光路の光路長が等しく、参照ミラーとサンプルミラーが光学的に共役で

ある場合、可視度の高い干渉縞を得ることができる。この条件は、光学系の２つの自由度、

すなわち、参照ミラーの光軸方向の位置と参照対物レンズの位置によって満たすことがで

きる。また、CMOS カメラの共役面である観察面を調整するために、結像レンズとビーム

スプリッターの間に FTL（Optotune、EL-16-40-TC-VIS-5D）を設置することで 3 つ目の

自由度を導入している。FTL の焦点距離を変化させることで、物体光路と参照光路の光路

長を一定に保ったまま、CMOS カメラと共役な観察面を光軸に沿って前後に移動させるこ

とができる。つまり、コヒーレンスゲートと幾何学的フォーカスを切り離すことができる。

そのため、FTL を用いたフォーカススキャンは、干渉縞のコントラストは変化しない。FTL

によるフォーカススキャン範囲は、観察倍率やセットアップによって異なるが、本セットア

ップでは-200 ~ +300 µm の範囲のスキャンが可能であった。また、フォーカススキャンの

応答時間は 10 ms 程度であった。 
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図 3.2 (a) リニク干渉計を用いた定量位相イメージングシステムの概略図 PZT：ピエ

ゾアクチュエーター、Obj：対物レンズ、BS：ビームスプリッター、RM：参照ミラー、

FTL：焦点可変レンズ、(b) 撮像システムの写真、(c)物体光路の概略図、 (d) 参照光路

の概略図 

出所：[43]から許可を得て引用 © The Optical Society 

物体光路と参照光路の詳細を図 3.2(c）および(d）に示す。試料は、ガラスボトムディッ

シュに満たされた溶液（ゼラチン溶液または培養液）に浸され，その上にカバースリップを

置いた。さらにガラスボトムディッシュの底面の下にサンプルミラーを設置した。物体光路

側では、照明光はカバースリップ、サンプル、ガラスボトムディッシュを通過し、ミラーで

反射される。つまり、ミラーで反射した光でサンプルを照明しているので、反射型の顕微鏡

となっている。一方、参照光路側では、照明光は補償板を通過し、ミラーで反射される。こ

の方法の利点は、ガラスボトムディッシュなどのサンプルチャンバーの下にミラーを置く

だけで、透過型顕微鏡と同じように透明なサンプルを観察できることである。 

図 3.3 に従来手法と提案手法による干渉縞コントラストの比較を示す。サンプルにはテス
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トターゲットを用いた。2 つの手法により、ジャストフォーカス位置とその前後位置での画

像を比較した。従来手法では、フォーカス位置が変化に伴って物体光路の光路長が変化する

ため、干渉縞のコントラストが低下する。一方、提案手法では、FTL によってフォーカス

位置を変化させているため、光路長は変化することがない。その結果、テストターゲットの

像は干渉縞のコントラストはほとんど変化していない。したがって、提案手法を用いること

で細胞や生体サンプルの任意の位置のフォーカスを移動させても、干渉縞コントラストが

保持される。 

 

図 3.3 従来手法と提案手法における干渉縞コントラストの比較 

2 光束干渉計におけるコヒーレンスゲートは、時間的にも空間的にも作用している[44]。

ハロゲンランプや LED などの空間的な低コヒーレント光源は、空間的なコヒーレンスの効

果が時間的なコヒーレンスの効果よりも支配的である[45]–[47]。まず、空間的コヒーレン

スゲートを測定した。光路長を一定に保ったまま、参照側の対物レンズを光軸に沿って平行

移動して測定した干渉縞の可視度のプロットを図 3.4（a）に示す。可視度のピークは対物レ

ンズのジャストフォーカス位置に対応する。空間的コヒーレンスゲートの半値幅は、バンド

パスフィルターを使用した場合と使用しない場合で、それぞれ 32 µｍと 25 µｍであった。

次に、時間的コヒーレンスゲートを測定した。参照光路の光路長を光軸に沿って平行移動さ

せて、測定した干渉縞の可視度を図 3.4（b）に示す。時間的コヒーレンスゲートの半値幅

は、バンドパスフィルターを使用した場合と使用しない場合は、それぞれ 46 µm、16 µm で

あった。したがって、バンドパスフィルターによる波長帯域幅の制限は、時間的コヒーレン
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スゲートよりも空間的コヒーレンスゲートへの影響は小さいといえる。この結果は、空間的

に低コヒーレント光源を用いた干渉計において、物体光路にのみに FTL を実装しても干渉

縞のフォーカススキャンがうまくいかないことを説明している。 

 

図 3.4 (a) 対物レンズの光軸方向の移動量に応じた干渉縞コントラスト、(b) 参照光路

の光路長の光軸方向の移動量に応じた干渉縞コントラスト 

出所：[43]から許可を得て引用 © The Optical Society 

3.2.2 画像取得方法 

本装置では、サンプルを一度透過した光の位相変化を測定する。従来のリニク・マイケル

ソン干渉計がダブルパス構成であるのに対し、本装置はシングルエンド構成である。そのた

め、サンプルミラーに入射した照明光はサンプルを通過し、サンプルミラーから戻ってきた

光はサンプルを照明する。そのため、入射光による波面の変調は、焦点から遠く離れたとこ

ろで起こり、結果として得られる干渉画像には影響を与えない。つまり、サンプルによる波

面変調に起因する位相遅れ𝜑は、光学厚さ(Optical thickness、以下 OT)と関連しており、次

式で表される。 

𝑂𝑇(𝑥, 𝑦) = 𝜆 ∙ 𝜑(𝑥, 𝑦) 2𝜋⁄        (3.1) 

ここで、λは光源の中心波長である。 

干渉画像は、ピエゾアクチュエータ(PZT)のよって、時間的な位相シフトによって取得す

る。位相計算は、次式のように記述される 4 点位相シフト法を採用した[16]。 

𝜑(𝑥, 𝑦) = tan−1[(𝐼3(𝑥, 𝑦) − 𝐼1(𝑥, 𝑦)) (𝐼0(𝑥, 𝑦) − 𝐼2(𝑥, 𝑦))⁄ ]   (3.2) 

位相シフト法では、機械的な振動や温度変化などの環境ノイズ、PZT のヒステリシスに

よるわずかな位相変化が位相の測定誤差につながる[48]。このような位相誤差を低減するた
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めに顕微鏡の保持機構を従来の方法から変更した。一般的に、顕微鏡本体は Z 軸ステージ

に対して片持ち構造で保持されている。本研究では、従来の保持機構に起因する振動を低減

するために、顕微鏡本体を 2 本の柱で保持する両持ち構造を採用した。顕微鏡の保持機構

の違いによる振動影響を評価するため、高速フーリエ変換(Fast Fourier Transform、以下

FFT)を用いて、振動の周波数成分に対する位相ずれ量を解析した。位相ずれ量が大きさは

振動の大きさと比例している。片持ち構造と両持ち構造における位相ずれ量の FFT スペク

トルを図 3.5 に示す。青線と赤線は、それぞれ片持ち構造と両持ち構造のデータを示してい

る。FFT による振動の解析結果から、両持ち構造は片持ち構造に対して、10Hz 以上の振動

ノイズが低減している。両持ち構造の採用によって、振動影響が抑制され、除振台がない環

境でもノイズの少ない QPI 撮像が可能になった。 

 

図 3.5 位相ずれ量の FFT スペクトル 

青線は片持ち構造、赤線は両持ち構造の位相変動の FFT 示す。 

出所：[43]から許可を得て引用 © The Optical Society 

次に、FTL によるフォーカス移動、PZT による位相シフト、カメラの露光のタイミング

チャートを図 3.6 に示す。実験では、露光時間は 10 ms、各位相シフトの時間間隔は 50 ms

とした。フォーカス移動は、原点から 3 回目の位相シフト完了した後の 50 ms 後に行った。

つまり、1 つのフォーカス面で必要な測定時間は 250 ms であった。フォーカス移動は常に
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Z 軸に対して上向きの動作であり、フォーカススキャンの 1 サイクル後にフォーカス位置

は FTL によって初期位置に戻った。 

 

図 3.6 フォーカス移動、位相シフト、CMOS 露光時間のタイミングチャート 

出所：[43]から許可を得て引用 © The Optical Society 

式(3.2)で算出した位相分布に対して、位相アンラップと背景補正の処理を行った。背景

の歪みは、第 6 成分までのゼルニケ多項式の加重和を減算することで補正した[49]。背景補

正のための係数は、大まかに推定された背景ピクセルの補正された位相の平均二乗誤差を

最小化するために最小二乗法によって決定された。 

3.3 サンプル測定結果 

3.3.1 ポリスチレンビーズの QPI 撮像 

FTL によるフォーカス調整機能を確認するために、ポリスチレンビーズの観察を行った。

ポリスチレンビーズ（Polysciences, Catalog No.17154-10）は直径 1 µｍであり、10 wt%の

ゼラチン溶液に分散させた。フォーカス面の走査は 0.88 µm のピッチで行い、合計 36 枚の

スライスを取得した（Z = 0 -30.8 µm）。 

図 3.7(a)および(b)に同一の Z スキャン操作で、2 つの異なるフォーカス面（Z=7.92 µm, 

15.84 µm）におけるビーズの光学厚さ(OT)画像を示す。各フォーカス面において、ノイズ

等の画像劣化は発生することなく、フォーカスが一致したビーズのみが観察された。

Z=15.84 µm で最もフォーカスが一致したビーズの測定画像と OT 分布をそれぞれ、図

3.7(c)と(d)に示す。ビーズの形状から期待される OT は次のように与えられる。 
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𝑂𝑇(𝑥, 𝑦) = √𝑑2 − 4(𝑥2 + 𝑦2) ∙ (𝑛0 − 𝑛𝑠)            [−𝑑 4⁄ ≤ 𝑥2 + 𝑦2 ≤ − 𝑑 4⁄ ]  (3.3) 

ここで、𝑛0はビーズの屈折率(n=1.599、λ= 532 nm）[50]、𝑛𝑠はゼラチン溶液の屈折率

(n = 1.35）、𝑑はビーズの既知の直径（1 µm）である。図 3.7(d)に示すように、実測結果は

予測されたビーズの OT 分布とほぼ一致した。また、OT の実測値では、ビーズの周縁部で

徐々に広がっていく様子が見られた。この理由は、ビーズの直径 1 µm に対して光学系の水

平分解能の理論値は 0.72 µm であり、分解能が十分ではないことから測定値は回折限界の

影響を受けていたためである。 

 

図 3.7 ポリスチレンビーズの定量位相イメージング 

(a), (b) 異なるフォーカス面（Z=7.92 µm, 15.84 µm）の OT 画像、(c) Z = 15.84 µm で最

もフォーカスが一致したビーズの OT 画像 白のダッシュラインは(d)で可視化された断

面を示す。(d) OT 断面プロファイルの実測値と予測値 

出所：[43]から許可を得て引用 © The Optical Society 
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3.3.2 MCF-7 細胞の QPI 撮像 

生細胞の異なるフォーカス面での定量位相イメージングを実証するために、MCF-7 細胞

(ヒト乳がん細胞由来)をイメージングした。測定の 2 日前に、ガラスボトムディッシュ(松

浪硝子工業、D11130H)上で細胞を受動的に培養し、測定時には細胞はほぼコンフルエント

(培養容器の接着面が培養細胞で完全に覆われている)な状態になっていた。測定中は、サン

プルを培養液に浸し、温度を 37℃に保った状態で測定を行った。フォーカススキャンは、

1.76 µｍのピッチで行い，合計 8 スライスを取得した。この 8 スライスの取得には 2 s (250 

ms×8）を要した。タイムラプス撮影では、このフォーカルスキャンのサイクルを 5 s 間隔

で繰り返した。1 回の Z スキャンが終了してから次の Z スキャンを開始するまでの待ち時

間は 3 s であった。 

図 3.8(a), (b), (c)に異なるフォーカス位置（Z＝1.76 µm，7.04 µm，12.32 µm）における

OT 画像を示す。図 3.８(b)は最もフォーカスが一致している画像であり、図 3.8(a)と(c)は

わずかにフォーカスがずれている画像である。次に図 3.８(b)でベストフォーカスが得られ

たことを確認するため、図 3.8(a), (b), (c)の白線に沿った OT の断面プロファイルを図 3.9

に示す。この結果より、Z = 7.04 µm の OT の断面形状は、細胞内粒子のコントラストが最

も高くなっており、図 3.８(b)はベストフォーカスであることを確認した。 

 

図 3.8 MCF-7 細胞の定量位相イメージング 

(a-c)異なるフォーカス面の OT 画像 白線は図 3.9 で示す断面プロファイルの位置 

出所：[43]から許可を得て引用 © The Optical Society 
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図 3.9 図 3.8(a-c)の白線に沿った OT の断面プロファイルの比較 

出所：[43]から許可を得て引用 © The Optical Society 

3.4 まとめ 

本章では、バイオ向け QPM のフォーカススキャン機構に開発し、新しい手法を提案し

た。従来、低コヒーレンス干渉計では、細胞に対してフォーカス調整をすると物体光路の光

路長が変化するため、フォーカス調整時には参照光路の光路長の再調整が必要であり、装置

は使いにくいものであった。そこで、本研究では、低コヒーレンス・リニク干渉計である

QPM と FTL を組み合わせて、電気的にフォーカス調整が可能なコンパクトなシングルエ

ンド QPM を構築した。FTL の導入によって、コヒーレンスゲートと幾何学的フォーカス

を切り離すことができたため、フォーカス位置を任意に調整しても、光路長の再調整は不要

になった。本セットアップでは FTL によって、-200 ~ +300 µm の範囲のスキャンが可能

であった。また、フォーカススキャンの応答時間は 10 ms 程度であった。さらに QPI シス

テムの保持機構に両持ち構造を適用することで、振動ノイズを低減し、除振台なしの環境で

高品質な位相画像の生成を実現した。 

構築した QPI システムを用いて、ビーズと生細胞の QPI のフォーカス調整を実証した。

ビーズの観察では、ジャストフォーカスのビーズの光学厚さ(OT)について、理論値と予測

値が概ね一致した。また、生細胞である MCF-7 細胞のイメージングでは、細胞のジャスト

フォーカス位置は、細胞内粒子のコントラストが最も高くなっていることを確認した。 

現在の光学系では、FTL が対物レンズと結像レンズの間に配置されているため、フォー
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カスの移動に伴って倍率が若干変化する。そのため、今後の開発では、FTL をテレセント

リックに配置することで、観察倍率の変化を抑制する予定である。 

QPI における FTL によるダイナミックフォーカスは、付着細胞だけでなく、異なる高さ

に分布する浮遊細胞の観察にも適用できる。また、この提案手法は、機械的な電動ステージ

や高価なピエゾステージを必要としないため、小型で安価な QPI システムの構築に貢献し

ている。本提案手法に関しては特許出願済みであり、今後は、QPI システムを浮遊細胞の大

量にスクリーニングするための自動セルイメージャーへの応用も視野に入れて開発を進め

る。 
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第4章 工業向け QPM の開発 

4.1 はじめに 

本章では、製品化を念頭に置いた工業向け QPM の試作機開発について述べる。QPM は

これまで主にバイオ向けに開発が進められていたが、第 2 章で述べた通り、バイオ向けア

プリケーションでは、ターゲット市場の形成と周辺技術の開発に時間を要するため、早期の

事業化は難しい。そこで、所属部署でつながりがある半導体向けの検査に QPM の応用を検

討することとなった。QPM の製品化を達成するためには、アプリケーションに必要とされ

る要求仕様を満たす必要がある。つまり、技術シーズと顧客ニーズの統合を進めていく必要

がある。このような背景から、半導体外観検査装置のシステムインテグレーターである企業

A と共同開発を開始し、想定顧客のニーズの調査に基づく QPM の試作機開発を実施した。 

4.2 工業向け試作機開発における要求事項と解決策 

想定顧客ニーズを開発事項に反映させるため、企業 A から半導体検査装置に対する要求

仕様についてのヒアリングを実施した。そのヒアリング結果から、企業 A からの要求事項

とその解決策をまとめたものを表 4.1 に示す。4 つの要求事項について、以下にそれぞれ説

明する。 

表 4.1  工業向け QPM の要求事項と解決策 

要求事項 解決策 

顕微鏡鏡筒と QPM 

光学系の分離 
干渉計のみを QPM ユニットとして分離する 

カメラの最大フレームレート

での高速撮像 

ピエゾアクチュエーター用いた位相シフトを 

高速化する 

撮像した画像のリアルタイム

画像処理 
画像処理をマルチスレッド化する 

光学調整機構の電動化 
ステッピングモーターによって調整機構を電動化し 

干渉縞コントラスト調整を自動化する 
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1 つ目の要求は、顕微鏡鏡筒と QPM 光学系を分離であった。この理由は、企業 A の開発

資産である顕微鏡鏡筒、それに付随する照明系、観察系、制御系をそのまま使用することが

望ましいためであった。第 2 章で示した通り、研究所から事業部へ技術移転時に作製した

QPM 試作機であるフラッグシップ機においても、同様に顕微鏡鏡筒と QPM を分離して設

計していた。この設計を本開発にも適用し、企業 A には、「QPM ユニット」として、装置

提供することとなった。 

２つ目の要求は、カメラの最大フレームレートでの高速撮像であった。この理由は、半導

体検査装置における検査速度の高速化は、製品の生産性に直結するためである。大量生産さ

れる半導体デバイスの製造コストは、製造プロセスと検査プロセスのスループットの合計

で決まるため、検査速度は可能な限り高速化したいという要求があった。所属企業の QPM

は、位相解析手法に 4 点位相シフト法[16]を採用しているため、4 枚の干渉画像の取得が必

要である。したがって、1 つの位相画像を得るためには 4 枚の干渉画像を測定が必要であ

り、実際の測定速度はカメラのフレームレートの 1/4 に制限される。そこで本開発では、ピ

エゾアクチュエーター(PZT)による位相シフト速度をカメラのフレームレートと同等以上

に向上することで、干渉画像の高速撮像を目指した。 

３つ目の要求は、撮像した画像のリアルタイム処理である。２つ目の要求にあるように撮

像側を高速化しても、位相計算を含む画像処理の速度がカメラの撮像速度に追いつかなけ

れば、全体の検査スループットの向上に寄与できない。そこで、これまでシングルスレッド

で実施していた画像処理を高速化するためにマルチスレッド化を目指した。 

最後の要求は、光学調整機構の電動化である。これは第 2 章のフラッグシップ機の開発

でも課題となっていた事項である。企業 A との共同開発では、企業 A の開発環境のもとで

顕微鏡鏡筒と QPM ユニットの接続を行い、企業 A が想定顧客から提供されたサンプルを

デモ測定し、QPM の適用可能性を調査する。そのため、企業 A が単独で QPM ユニットの

初期調整やサンプルに合わせた光学調整を実施して、最適条件で測定することが必要にな

る。そこで本開発では、QPM ユニットの調整ステージにステッピングモーターを導入し、

画像処理による干渉縞コントラストの自動調整を目指した。 

以上の４つの要求事項を抽象化すると、QPM ユニットに求められているニーズは、装置

のカスタム設計対応、高速な測定スループットの実現、装置の安定稼働であった。本開発で

は、各要求事項に対して、バイオ向けの QPM 開発で培ってきた要素技術と既存事業の強み

である光学モジュール技術を組み合わせることで、工業向けの QPM ユニットの開発を進

めた。 
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4.3 工業向け QPM ユニット試作機の開発 

4.3.1 顕微鏡鏡筒と分離した QPM ユニットの開発 

前節の課題に基づいて要素開発を行い、顕微鏡鏡筒に取り付け可能な QPM ユニットを

開発した。図 4.1(a)、(b)に QPM ユニットを搭載した顕微鏡システムの概略図とその写真

を示す。顕微鏡システムは、顕微鏡鏡筒（シグマ光機、OUCI-3）と QPM ユニットで構成

されている。QPM ユニットには位相シフトを行うための PZT、光路長調整のためのステッ

ピングモーターステージ、それらの制御回路(マイコン、PZT ドライバー、モータードライ

バー)と干渉光学系が統合されている。照明部は、顕微鏡鏡筒を一部改良して、開口絞りと

視野絞りを有するケーラー照明を搭載した。光源にはスペックルノイズのない均一な照明

とするため、LED（Thorlabs、M490L4、中心波長＝490 nm）を使用した。また、光路長調

整を容易にするためにバンドパスフィルター（シグマ光機、VPFHT-25C-4880、半値幅 2.65 

nm）を用いた。物体光路と参照光路の光路長を一致させるために同一の対物レンズ（オリ

ンパス、MPLFLN10X、NA=0.3）を使用した。照明からの観察光は、ビームスプリッター

で分割され、サンプルと参照ミラーで反射された後、再び合成され、結像レンズによって

CMOS カメラ(IDS Imaging Development Systems、UI-3080CP-M-GL Rev.2)の撮像面上に

干渉縞を形成した。カメラ、制御回路は PC に接続することで、撮像タイミング、露光時間、

ステッピングモーターによる光路長調整が可能になっている。QPM ユニットの外形寸法は

210 mm×90 mm×65 mm であり、重量が 2.0 kg であった。また、除振台を使用しない環

境に顕微鏡システムを設置した。 



第４章 工業向け QPM の開発 

 —————————————————————————————————————— 

32 

 

 

図 4.1 (a) QPM ユニットを搭載した顕微鏡システムの概略図、(b) 顕微鏡システムの写

真 PZT：ピエゾアクチュエーター、Obj：対物レンズ、BS：ビームスプリッター、

RM：参照ミラー、BPF：バンドパスフィルター 

4.3.2 ピエゾアクチェーターによる位相シフトの高速化 

干渉画像を可能な限り高速に撮像するためには、カメラのフレームレートに対して PZT

による参照ミラーの位相シフトタイミングを同等以上に高速化する必要がある。本研究で

は、PZT を保持するための与圧および PZT ドライバーを最適化することで位相シフトの高

速化を実施した。 

位相シフトを高速化したときの位相変調波形を図 4.2 に示す。カメラフレームレートが

160 fps であるときを想定して位相シフトを行った。そのため、位相シフトは 1 秒間に 160

回実施している。位相変調波形の取得は、カメラの ROI(関心領域：Region of Interest)を

2000 ピクセル×16 ピクセルに変更し、1500 fps のサンプリングレートで干渉画像を撮影し

た。位相シフト法は 4 点位相シフト法を用いているため、原点の位相からπ/2 の位相シフ

トを 3 回行い、その次の位相シフトで原点に戻っている。160 fps の干渉画像を取得する場

合、1 フレーム当たりの時間は 6.25 ms となるため、位相計算に必要となる 4 枚の干渉画像
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の取得時間は合計で 25 ms となる。取得した位相変調波形から 4 点位相シフトが達成され

ていることを確認した。しかしながら、位相シフトのステップ間の位相間隔が均一でないこ

と、各位相ステップにおいて位相値が変動していることが確認された。この２つの問題につ

いては、位相計算時に補正することが可能であるが、よりノイズの少ない位相画像を得るた

めには、事前に補正することが望ましい。 

 

図 4.2 高速位相シフト時の位相変調波形 

位相シフト法では、振動などの環境ノイズや PZT のヒステリシスに起因して、不均一な

位相ステップ、ステップ内の位相値の変動が発生し、計算された位相画像に縞模様のノイズ

が生じることが報告されている[48]。そのため、本研究では、位相計算時に縞模様を打ち消

すパターンを推定して背景補正を行った。図 4.3 に背景補正無し・有りのテストターゲット

の位相画像を示す。図 4.3(a)では、背景補正をしていないため、位相画像に縦方向の縞模様

ノイズが発生している。一方、図 4.3(b)では、背景補正によって縞模様が無くなり、均一な

背景が得られている。 
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図 4.3 テストターゲットの位相画像 (a)背景補正無し、(b)背景補正有り 

白丸は図 4.4 の標準偏差の測定位置 

次に高速位相シフトを用いたときの繰り返し精度を計算した。繰り返し精度とは、同一の

条件のもと、同一の対象物の定点を繰り返し測定したときの値のバラつきを表す。この値が

小さいほど繰り返し精度が高く、測定値のバラつきが少ない測定ができる。本研究における

繰り返し精度は、任意の位置における高さの標準偏差によって評価した。測定位置は、図 4.3

の白丸であり、高さは平均値で 100.0 nm であった。図 4.4 に背景補正の有無における測定

値の標準偏差を示す。横軸は位相計算の平均化回数である。例えば、平均化回数が 2 の場合

は、時系列の 4 枚の干渉画像の１セットとし、計 2 セット使用して、それぞれのセットで

位相計算を行った後に平均化処理を行う。縦軸は測定値の標準偏差であり、測定値の繰り返

し精度を表している。結果より、背景補正の有無に関わらず、平均化回数が増加すると標準

偏差は減少するため、繰り返し精度が向上することを確認した。また、背景補正有りの場合

は、背景補正無しの場合と比べると、測定値の標準偏差が 2 倍以上改善している。つまり、

背景補正と平均化処理を併用することでさらに繰り返し精度を向上させることができる。

特に平均化回数を 4 回にすることで繰り返し精度は 1 nm 以下となった。しかしながら、平

均化回数の増加は、繰り返し精度と測定時間のトレードオフになる。そのため、半導体検査

向けの高速撮像においては、平均化処理はせずに背景補正のみを適用することが望ましい

といえる。 
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図 4.4 背景補正の有無における測定値の標準偏差 

4.3.3 位相計算を含むリアルタイム画像処理 

前項では画像取得の高速化を実施したが、測定シーケンスの全体の高速化のためには、画

像取得の後に実施する位相計算を含む画像処理の高速化も必要である。本項では、画像処理

の高速化をマルチスレッド処理によって実現した内容を述べる。 

並列処理によって干渉画像の撮像、画像処理、画像出力を行うプロセスについての概略図

を図 4.5 に示す。カメラフレームレートが 160 fps の場合、前述の通り、4 枚の画像取得に

は 25 ms 必要である。4 枚の干渉画像の画像処理時間は、シングルスレッドで 75 ms を要

していた。このとき、次の 4 枚の画像セットは 25 ms 後に受信するが画像処理が終了して

いないため、処理待ちが発生する。次に図 4.5 で示すような４つのスレッドで並列処理を行

う場合を考える。このとき、最初の 4 枚の画像はスレッド 1 に送られ、時刻 100 ms の時点

で画像処理が完了する。スレッド１の画像処理の実行中にも、カメラからの画像は送られて

くるため、次の 4 枚の画像セットはスレッド 2 に送られて処理が行われ、時刻 125 ms の時

点で出力される。以下、同様にスレッド 3、スレッド 4 でも処理が進む。5 セット目の 4 枚

の画像（時刻 100～125 ms で撮像）は、そのときまでに処理を終えているスレッド 1 に送

られる。このような並列処理は「パイプライン処理」と呼ばれている。 
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図 4.5 並列処理による干渉画像の撮像、画像処理、画像出力に関する概略図 

画像処理をマルチスレッド化の効果を確認したところ、6 コア・12 スレッド(Intel、i7-

9750H)のノート PC を用いることで、2M ピクセルの 160 fps の干渉画像に対して、リアル

タイムで 40 fps の位相画像の出力を実現した。 

4.3.4 ステッピングモーターステージによる干渉縞コントラストの電動調整 

 QPM ユニットでは光源に LED を採用しているため、空間的・時間的コヒーレンス長が

短い。そのため、コントラストの高い干渉縞を得るためには、物体光路と参照光路のフォー

カス条件および光路長を一致させる必要がある。干渉縞のコントラストは、位相画像の品質

に大きく影響するため、可能な限り干渉縞コントラストを高くすることが望ましい。干渉縞

のコントラスの調整が必要になるタイミングは、装置設置時、装置の再稼働時、ガラス越し

のサンプル観察を行うときなどが想定される。本開発では、時間的コヒーレンス長の調整に

ついては、バンドパスフィルターを導入することで、光源の波長帯域を制限し、光路長の調

整マージンを拡大した。また、空間的コヒーレンス長については、参照ミラーを保持するス

テージに小型のステッピングモーターを導入し、フォーカス条件の調整を電動化した。ステ

ッピングモーターによってフォーカス条件を変更し、干渉縞コントラストが最大になる位

置を画像処理によって求めるアルゴリズムを開発した。テストターゲットを用いて干渉縞

コントラストを最適化した例を図 4.6 に示す。フォーカス条件の調整前の図 4.6(a)では、干

渉縞コントラストは低いが、フォーカス条件の調整後の図 4.6(b)では、干渉縞のコントラス

トが改善している。 

時刻 [ms]

0 25 50 75 100 125 150 175

スレッド1で画像処理

スレッド2で画像処理

スレッド3で画像処理

スレッド4で画像処理

スレッド1で画像処理

スレッド2で画像処理

画像出力1

200

画像出力2 画像出力3 画像出力4 画像出力5

4枚撮像 4枚撮像 4枚撮像 4枚撮像 4枚撮像 4枚撮像 4枚撮像 4枚撮像4枚撮像
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図 4.6 テストターゲットの干渉縞のコントラスト 

(a)フォーカス条件の調整前、(b)フォーカス条件の調整後 

4.4 各種サンプル測定結果 

QPM ユニットの性能を確認するためにテストターゲットの測定を実施した。図 4.7 に干

渉画像(干渉強度画像)と 4 枚の干渉画像から計算された高さプロファイル画像を示す。位

相画像は、位相計算後に位相アンラップし、背景補正後に高さ情報へ変換した。高さプロフ

ァイル画像は、背景歪みや振動の影響がない高画質な画像であり、ナノメートルオーダーの

高さ分解能が得られている。次に位相画像からエミュレートした位相コントラスト画像と

微分干渉画像を図 4.8 に示す。こちらの画像も高画質であり、従来の顕微鏡と同等の画像が

得られている。 

また、半導体デバイス・ウエハーする QPM ユニットの適用性について評価した。図 4.9

に市販 CCD 素子、図 4.10 に化合物半導体ウエハーの高さプロファイル画像をそれぞれ示

す。CCD 素子では、デバイスパターンのナノメートルオーダーの高さの違いを可視化する

ことができている。化合物半導体ウエハーの測定例ではウエハー外周部に向かって存在す

るウエハーの反りとナノメートルオーダーの微細な欠陥を同時に可視化した。 

a b
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図 4.7 (a)テストターゲットの干渉画像、(b)高さプロファイル画像 

 

図 4.8 位相画像からエミュレートした(a)位相コントラスト像、(b)微分干渉画像 

a b

[nm]

a b



第４章 工業向け QPM の開発 

 —————————————————————————————————————— 

39 

 

 

図 4.9 市販 CCD の高さプロファイル画像 

 

図 4.10 化合物半導体ウエハーの高さプロファイル画像 

[nm]

オリフラ

ウエハー外部

[nm]
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4.5 まとめ 

製品化を念頭に置いた工業向け QPM を開発するため、半導体外観検査装置のシステム

インテグレーターである企業 A と共同開発を開始し、想定顧客のニーズの調査に基づく

QPM の試作機開発を実施した。企業 A からは、半導体外観検査装置向けに QPM を導入す

るための具体的ニーズである４つの要求事項が示された。それらの要求事項に対して技術

開発を行い、QPM ユニットの開発が達成された。 

1 つ目の要求事項は、顕微鏡鏡筒と QPM 光学系の分離であった。理由は、企業 A の開発

資産である顕微鏡鏡筒、それに付随する照明系、観察系、制御システムをそのまま使用する

ためであった。そのため、QPM のコア部である干渉光学系を「QPM ユニット」として開

発した。QPM ユニットには位相シフト用の PZT、光学調整用のステッピングモーターステ

ージ、それらの制御回路(マイコン、PZT ドライバー、モータードライバー)と干渉光学系が

統合された。この QPM ユニットと顕微鏡筐体と組み合わせることで、ユーザーの開発資産

を生かしたままに QPM を用いた定量位相イメージングが実施できるようになった。 

２つ目の要求事項は、カメラの最大フレームレートでの高速撮像であった。理由は半導体

デバイスの検査工程のコスト低減である。QPM ユニットは位相解析手法に位相シフト法を

採用しており、4 枚の画像取得を必要とするため、この位相シフトを高速化することで高速

撮像に対応した。PZT の保持機構の与圧および PZT ドライバーを最適化することで位相シ

フトの高速化を実施した。この結果、干渉画像の取得フレームレートは、160 fps に高速化

し、1 視野の撮像時間は 25 ms に短縮することができた。また、本研究で取得した位相シフ

トの変調波形は、位相シフトのステップ間の位相間隔が均一でないこと、位相値が変動して

いることが確認された。このような不均一な位相ステップ、ステップ内の位相値の変動は

PZT のヒステリシス、振動などの環境ノイズによって発生し、計算された位相画像に縞模

様のノイズが生じる。そのため、本研究では、縞模様を打ち消すパターンを推定して背景補

正を行うことで、縞模様のノイズを低減した。繰り返し精度は背景補正を適用することで、

背景補正無しの場合と比較して、2 倍以上の改善が見られた。 

３つ目の要求事項は、撮像した干渉画像のリアルタイム処理であった。カメラで干渉画像

を高速撮像しても、位相計算を含む画像処理の速度がカメラの撮像速度に追いつかなけれ

ば、全体の測定スループットの向上に寄与できない。そこで、これまでシングルスレッドで

実施していた画像処理をマルチスレッド化して、画像処理を高速化した。この画像処理のマ

ルチスレッド化によって、160 fps の干渉画像の取得に対応して、リアルタイムに 40 fps で

位相画像が出力できるようになった。2022 年現在、サーバー向けではなく、メインストリ
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ーム向けでも 10 コア以上の CPU を搭載した PC が入手できるため、CMOS センサーの画

素数が多く、高速転送可能なカメラを用いても、リアルタイムでの位相出力が可能になると

考えられる。 

最後の要求事項は、光学調整機構の電動化であった。これは第２章のフラッグシップ機の

開発でも課題となった事項であった。企業 A が単独で QPM ユニットの初期調整やサンプ

ルに合わせた光学調整を実施して、最適な条件で測定するためには、光学調整の電動化が必

要不可欠であった。そこで本開発では、QPM ユニット内部の調整ステージにステッピング

モーターを導入し、画像処理によって、干渉縞のコントラストを自動調整する機構を開発し

た。従来の問題であった低コヒーレンス光源を用いた干渉計の調整の難しさは、この光学調

整の電動化によって解消された。そのため、QPM ユニットでは、干渉計の使いやすさと安

定性を向上できたといえる。 

テストターゲットや半導体デバイスの画像測定結果から、QPM ユニットを用いて、高画

質の位相画像が撮像できることを確認した。現在、共同開発先の企業 A とテスト測定と製

品化に向けた開発を継続して実施しており、より高速で安定な撮像を可能にする QPM ユ

ニットの製品化を進めている。 
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第5章 ビジネス戦略の立案 

5.1 はじめに 

本章では、定量位相顕微鏡ユニット(以下、QPM ユニット)に関して、競争優位性を高め

るためのビジネス戦略を立案する。本研究は QPM の事業化を大目的としているが、複数の

競合他社から光干渉計測技術を応用した製品が発売されている。そのため、QPM ユニット

の顧客ターゲットを絞り、ポジショニングを明確にしたうえで、独自の戦略を構築にする必

要がある。 

競争における基本戦略として、マイケル・ポーター氏により 3 つの基本戦略が提唱され

ている[51]。図 5.1 に 3 つの基本戦略を示す。「競争優位」と「戦略ターゲット」の 2 軸か

ら構成されており、コストリーダーシップ戦略、差別化戦略、集中戦略の 3 つに分けられ

る。また、集中戦略は、「コスト集中戦略」、「差別化集中戦略」に分けることができる。そ

れぞれの基本戦略は、有効な戦略が最低限持たなくてはならない、最も基本的なレベルの一

貫性を反映している。集中は、企業が対象とする顧客とそのニーズの広さ(狭さ)を指してい

る。企業は差別化を図ることでプレミアム価格を要求できる。また、コストリーダーシップ

によって、低い相対的価格で提供することができる[52]。 

 

図 5.1 3 つの基本戦略 

出所：参考文献[51]をもとに筆者が作成 
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所属企業は、光関連の電子部品・機器メーカーであり、競争力の高い独自製品を有する研

究開発型の企業である。光電子増倍管、光半導体素子、各種光源といった高性能デバイス、

それらを応用したシステム製品などの様々な製品を医用、産業機、分析機、計測、学術研究

など幅広い分野に供給している。また、技術的に差別化した製品を開発し、複数のニッチ市

場でシェアを高めることで競争優位性を高めている。特に、高感度光センサーの一種である

光電子増倍管のシェアは 90％以上に達している。所属企業はニッチ市場でのビジネスを得

意とする企業であり、光技術を追求し、多角化により業容の拡大してきた。つまり、3 つの

基本戦略のうちの差別化集中戦略を取っている。加えて、所属企業はハーマン・サイモン氏

が 2009 年に発表した「隠れたチャンピオン」の１社に選ばれている[53]。隠れたチャンピ

オンとは、無名企業ではあるが、差別化集中戦略によって高度に専門化され、世界市場でも

リーダーとなっている企業群である。 

所属企業が選ばれている隠れたチャンピオンの基本戦略を QPM のビジネス戦略に応用

することで事業化の成功率を高められると考える。そこで本章では、次節に説明する隠れた

チャンピオンの基本戦略を考察し、QPM 事業に適用すべき戦略を整理する。次にいくつか

のフレームワークを用いて QPM ユニットのターゲット市場を明らかにし、既存製品と比

較した際のポジショニングと強みを明示する。具体的にはポジショニング分析によって競

合他社の位置関係を明確にし、バリューチェーン分析によって QPM 事業の強みをどこに

置くべきか検討する。最後に、一連の考察を踏まえて、ビジネスモデルキャンバスを用いて

QPM ユニットのビジネスモデルの全体像を把握し、ビジネス戦略としてまとめる。 

5.2 隠れたチャンピオンと GNT 企業 

ニッチ市場で高い競争力を持った企業は、隠れたチャンピオンと呼ばれている。隠れたチ

ャンピオンは、ハーマン・サイモン氏によって提唱された概念である。隠れたチャンピオン

とは、比較的規模は小さく、一般的な知名度は低いが、ある分野において非常に優れた実績、

極めて高い市場シェアを持つ企業のことを指している。隠れたチャンピオンの多くは、バリ

ューチェーンの後背地で活動し、最終的な製品やサービスではもはや認識できない機械、構

成要素、あるいはプロセスを提供している。その結果、各社の独特なアイデンティティや独

自性を最終製品から伺い知ることはできない。 

隠れたチャンピオンの中には、隠れたままでいることを希望する企業も多くいる。その理

由は、無名なままで思慮深い戦略を隠したいからである。メディアや研究機関に取り上げら

れないことで、自社の事業に集中できるメリットがある。しかしながら、隠れたチャンピオ
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ンが直接顧客に知られていないという意味ではない。実際には、大半の隠れたチャンピオン

は自分たちの市場や顧客の間で非常に強いブランド名を確立している。多くの場合、競合他

社からのベンチマークの対象になっている。 

隠れたチャンピオンの具体的な定義は、世界市場において 3 位以内、またはその企業が

位置している大陸のトップであり、収益は 50 億ドル以下、一般にはほとんど無名な企業で

ある[54]。選定された世界中の 2746 社の「隠れたチャンピオン」のうち、ドイツ企業が 1307

社であり、全体の 47 ％を占めている。一方、日本企業は 200 社程度であり、ドイツ企業の

6 分の１にすぎない。 

ドイツと日本の隠れたチャンピオンの企業数の差異は、日本企業のグローバル化の遅れ

を表している。1990 年から 2020 年のドイツと日本の貿易収支推移の比較を図 5.2 に示す。

ドイツの貿易収支は、2000 年を境に大きく伸びている。2020 年のドイツの貿易収支は中国

に続いて 2 位である。対照的に日本の貿易収支は、1990 年から横ばいであり、2005 年から

低下している。サイモン氏はドイツと日本の貿易収支の差異の理由として、ドイツは世界市

場で活躍している隠れたチャンピオンが多いためであると述べている。 

 

図 5.2 ドイツと日本の貿易収支推移の比較 

出所：国連貿易開発会議データ[55] 
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隠れたチャンピオンを派生させた概念として、経済産業省が 2014 年に考案したグローバ

ル・ニッチトップ(以下、GNT)企業 100 選1という支援制度がある。GNT 企業 100 選は、

選定企業の知名度向上と海外展開を支援する制度であり、日本の中小企業のグローバル化

を支援するものである。GNT 企業の定義は、大企業では世界市場の規模が 100～1000 億円

程度であって、製品・サービスの 20%以上の世界シェアである。また、中堅企業、中小企業

では製品・サービスの 10%以上の世界シェアである。ここでいう GNT 企業は、将来性の高

い企業のさらなる成長の支援を前提にしているため、隠れたチャンピオンと比較して市場

シェアの規模は小さい。 

そのほかに細谷裕二氏による GNT 企業の定義がある。その定義は、ニッチトップ製品

（競合他社が国内に少ない独自の製品）を複数保有し、そのうちの少なくとも 1 つは海外

市場でもシェアを確保している企業である[56]。 

5.3 隠れたチャンピオンの戦略 

本節では、隠れたチャンピオンの戦略と競争優位の因子について整理する。ニッチ戦略を

とっている企業が隠れたチャンピオンとして成長するために最も重要なことは、野心的な

目標と従業員の意思を結集させるリーダーシップである。隠れたチャンピオンは、市場制覇

と成長に関して、極めて野心的な目標を掲げている。そして、リーダーシップの発動によっ

て、従業員のエネルギーを結集させて、市場の制覇に向けて足並みを揃えている。ここでい

うリーダーシップとは、最高であるために力を発揮して、世界市場リーダーを目指して世界

中の従業員を奮起させるということである。 

隠れたチャンピオンの 3 つの基本戦略を表 5.1 に示す。隠れたチャンピオンの基本戦略

は、集中戦略、グローバル化戦略、ソフトな多角化戦略である。 

 

 

1   経済産業省の支援制度である GNT 企業 100 選の目的は、選定作業に必要な資料収

集・分析を行うことで、GNT 企業が直面する課題（通商問題、異業種連携、再編等）を

洗い出すとともに、こうした業を掘り起こし、認定も含めて支援していく制度を新たに創

設し、最終的には、中長期的に GNT 企業を輸出の担い手として育成し、GNT を目指す企

業が、その考え方を参考にできるようにすることで、我が国の産業発展の底上げをはかる

ことである。 
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表 5.1 隠れたチャンピオンの 3 つの基本戦略 

戦略 内容 効果 

集中戦略 

市場を意識的に狭く定義し、その

市場の中で No.1 を目指し、強い

地位を築く。 

独自のバリューチェーンを深化さ

せ、優位性と独自性を兼ね備えた

製品ができあがる。 

グローバル化 

戦略 

製品とノウハウの専門性にグロー

バルな販売・マーケティングを 

組み合わせて、市場を拡大する。 

狭い市場をグローバル化すること

で有力な成長の動力源となる。 

集中戦略のリスク低減にもなる。 

ソフトな多角化 
コア市場の利益を他市場・製品に

投資し、成長率を増加させる。 

将来の売上成長、既存の能力や 

ノウハウのさらなる開発ができる 

出所：参考文献[53]をもとに筆者が作成 

集中戦略では、自社の市場を狭く定義し、その市場で強い地位を築いていくことが目的で

ある。狭く、深く、対象市場の顧客ニーズとそれを達成するための技術開発に集中すること

で独自の製品が作られる。独自製品のために独自のバリューチェーンを深化させ、優位性と

独自性を兼ね備えた最終製品を生産する工程、技術、部品を作りあげる。独自性と優位性は、

コア・コンピタンスとして社内で創り出される。一方、隠れたチャンピオン企業はコア・コ

ンピタンス以外の業務は、大企業以上に外注している。つまり、隠れたチャンピオン企業の

戦略の特徴は、コア・コンピタンス分野は徹底的に自社開発して、それ以外の業務は積極的

に外注していることである。そのほかの集中戦略の効果としては、No.1 を目指すという明

確な目標によって、メンバーの一体化、意思決定スピードの加速、営業活動が効率化される。 

２つ目の戦略はグローバル化戦略である。集中戦略だけでは、売上の増加には限度があり、

さらには単一市場依存によるリスクが高まる。そこで、集中戦略にグローバル化戦略を組み

合わせることでリスク低減と同時に市場拡大を目指す。製品とノウハウの専門性に、グロー

バルな販売・マーケティングを組み合わせれば、市場は拡大し、十分な規模の経済の実現に

寄与する。この戦略の成功基盤は、同じ業界の顧客が国にまたがって、同様のニーズを有し

ていることである。同じ地域で異なる市場に参入するよりも、狭く定義した市場を異なる地

域に拡大させることで、より多くのニーズを深堀できる。 

３つ目の戦略はソフトな多角化である。高い市場シェアと狭い市場という組み合わせは、
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成長を制限し、ある時点で投資機会が限定されてしまう事実がある。このような状況で継続

的な成長の道として有望な戦略がソフトな多角化である。ソフトとは、新しい事業単位が技

術と市場の面で既存事業に留まっていることを意味する。その動機は２つあり、１つは成長

率の低いコア市場の利益を他市場に再投資して、利益率を向上させることである。もう１つ

の動機は、既存の能力やノウハウをさらに開発することである。新しい事業単位でも、No.1

を取るためには再び市場を狭く定義して、焦点を明確に決めることが必要である。この方法

をとれば、隠れたチャンピオンの強みを新市場に効果的に移転し、将来の成長へ道を切り開

くことが可能になる。 

次に隠れたチャンピオンの競争優位性をもたらす要素について述べる。サイモン氏が隠

れたチャンピオンへのアンケート調査で作成した競争優位マトリックスを図 5.3 に示す。 

 

図 5.3 隠れたチャンピオンにおける競争優位マトリックス 

出所：参考文献[53]をもとに筆者が作成 

競争優位マトリックスとは、「顧客にとっての重要性」と「相対的な競争の成果」という

2 つの観点をむすびつけたものである。顧客にとっての重要性は縦軸、競争の成果は横軸で

示される。顧客にとっては上半分が重要なことであり、右に行くほど競争の成果に効果的に

働く。また、それぞれの項目の位置は、アンケートによる平均値を示しており、特定の企業
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のものではない。隠れたチャンピオンは複数の戦略的な競争優位を持っていることが分か

る。特に顧客にとっての重要性と競争の成果がともに高い項目は、製品品質、経済性、納期

厳守、アドバイス(顧客に対する提案)、サービス、顧客との密接な関係、システム統合であ

る。これらの項目は、集中戦略を成り立たせる要素といった見方もできる。特に顧客と密接

な関係を構築し、顧客ニーズに基づいてハード、ソフト、サービスを統合した専用のシステ

ムとして、製品提供することは、強力な競争優位につながると考えられる。一方、残りの特

性については、競争の成果がどれも弱い。例えば、価格の位置は、顧客にとってはある程度

重要であるものの、競争には優位に働かないということである。 

これまでに示した隠れたチャンピオンの戦略をまとめると次のとおりである。①No.1 を

目指すのための狭く・深く定義された市場に特化した集中戦略、②狭い市場での売上を拡大

するためのグローバル化戦略、③コア市場の技術・ノウハウを他市場に展開し、さらに能力

を高めるためのソフトな多角化戦略、加えて、④ハード、ソフト、サービスを統合したシス

テムでの製品提供である。これらの基本戦略を QPM ユニットの戦略構築に適用する。 

5.4 所属企業における戦略の構築 

5.4.1 ターゲット市場の絞り込み 

QPM ユニットの事業がニッチャーを極めて、隠れたチャンピオンになるためには、No.1

になりうる市場、製品領域を絞り込むことが必要である。そこで企業 A との共同開発の実

施、既存事業の SD 事業での経験から、ターゲット市場は、半導体外観検査市場とした。 

ターゲット市場である半導体外観検査市場の市場規模を図 5.4 に示す。市場規模の範囲

は、パターン付きウエハーに対する光学式の欠陥検査装置に限定している。ここでインライ

ンは自動測定装置、オフラインは卓上検査装置をそれぞれ示している。2020 年の実績では

400 億円程度の市場であり、2023 年の予測では 600 億円程度に成長している。つまり、3 年

で 1.5 倍程度に市場規模が大きく成長していることがわかる。特にインラインは年平均成長

率(CAGR)が 18 %であり、さらなる市場規模の拡大が期待される。半導体外観検査の目的

は、歩留まりの向上と製造プロセスの品質管理であるが、このように市場規模が拡大してい

る理由は２つある。１つ目は、外観検査工程の AI 導入・自動化によるコスト低減のトレン

ドが加速していることである。２つ目は、2 次元微細化技術の性能向上の限界が近づいてい

る背景から、3 次元積層半導体デバイスの市場拡大による、ウエハーやアドバンスパッケー

ジの外観検査の需要が増加していることである。このように半導体外観検査装置の市場は

拡大しており、ビジネス機会が高まっていることがわかる。しかしながら、競合他社におい
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てもこの外部環境の変化は同様である。そのため、QPM ユニットが狙う市場をより狭く定

義する必要がある。 

 

図 5.4 光学式半導体外観検査装置の市場規模 

出所：世界半導体製造装置・試験/検査装置市場年鑑 2020[57]、GLOBAL 3D OPTICAL 

SURFACE PROFILERS (PROFILOMETERS) SALES MARKET REPORT 2021[11]をもと

に筆者が作成 

次に QPM ユニットのターゲット市場を技術的な視点から絞り込みを行う。半導体外観

検査装置として用いられる従来技術と QPM の性能比較について図 5.5 に示す。各技術の水

平分解能と垂直分解能、及び各技術の性能を星取表にまとめている。比較対象は、自動光学

検査装置(Automated Optical Inspection: AOI)、共焦点レーザー顕微鏡、白色干渉顕微鏡、

QPM である。 
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図 5.5 従来技術と QPM の性能比較 

自動光学検査装置は、主に明視野観察でサンプルを測定する方法である。主にプリント基

板や液晶ディスプレイの検査工程で用いられている。明視野観察が用いられ、水平分解能は

通常スループットを優先して低倍率のレンズが用いられるため、10 µm 程度である。一方、

垂直方向の寸法を測定するために傾斜面から複数カメラによっての撮像が行われる。その

ため、垂直方向の測定レンジは広いものの、垂直分解能は最大で 1 µm 程度である。また、

カメラを用いた撮像であるため、高スループット測定が可能であり、1 視野当たり 10 ms 以

下での撮像が可能である[58]。 

共焦点レーザー顕微鏡は、サンプルに対してガルバノスキャナー等でレーザーをスキャ

ンし、光電子増倍管やフォトダイオードなどの受光素子で信号を検出し、面情報へ変換する

手法である。受光素子の前にピンホールを設けることで、サンプル面と共役関係(共焦点と

なる位置)にあるレーザー光のみを信号として取り込むことで、水平方向と垂直方向の両方

で高分解能のデータが取得できる。加えて、波長の短い青色レーザーを用いることで分解能

を向上している。サンプルを Z 方向に移動しながら連続的に画像を取り込むことで、位置

の異なる複数の焦点深度の浅い断層画像を取得しながら、各画素で焦点が合った際のピー

ク輝度およびピーク位置情報を記録する。そのため、得られた 2 次元画像を積層すること

で 3 次元形状を取得することができ、垂直方向の測定レンジは数 mm 程度である。また、

垂直分解能は、対物レンズの開口数に依存するため、高倍レンズでは 2 nm 程度であるが、

低倍レンズを使用した場合は 100 nm 程度の分解能となる。一方、測定時間は、視野のスキ

ャン範囲とトレードオフであり、1000×1000 の測定点の場合は、60 ms 程度の時間が必要

である。そのため、広視野で高速測定が必要な用途には不向きであり、高分解能の測定が必

要なアプリケーションに適した手法である[59]。 
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白色干渉顕微鏡は、光源に白色光を用いた光干渉計測である。広帯域の低コヒーレンス光

源を用いて、測定面に対応する干渉強度が最大になる位置を取得し、垂直方向にスキャンし

て物体の 3 次元形状を測定する手法である。垂直方向の測定レンジは、共焦点レーザー顕

微鏡と同じく、数 mm 程度である。水平分解能は明視野観察と同等であり、垂直分解能は

対物レンズの倍率によらず 1 nm と一定である。そのため、広視野に対して高い垂直分解能

を得るアプリケーションに適している。一方、垂直方向のスキャンはメカニカルステージを

用いることから、測定時間は一般的に 3 秒程度を要する[60]。 

所属企業の QPM ユニットは、位相シフトを用いた光干渉方式である。水平分解能は、明

視野観察と比べて劣化することなく同等であり、対物レンズの倍率に関係なく、1 nm 程度

の高い垂直分解能が得られる。しかしながら、垂直方向の測定レンジは、対物レンズの焦点

深度内に限られるため、凹凸の大きいサンプルには不向きである。測定速度については、位

相計算するために 4 枚の画像取得が必要であるが、高速なフレームレートのカメラを用い

ることで 25 ms 程度での画像取得が可能である。 

従来技術と QPM の性能比較の結果、QPM ユニットは、ナノメートルオーダーの高い垂

直分解能が必要であり、かつ広視野で高速な測定に適していることが分かった。そのため、

比較的凹凸の少ないサンプルである半導体ウエハーやチップの欠陥やキズといった表面欠

陥の検査を対象とすることが望ましいといえる。 

5.4.2 ポジショニング分析 

本節では、前節で絞り込んだターゲット市場に対して、競合の光干渉計測手法と比較して

QPM ユニットが相対的にどのようなポジションにあり、どのような優位性があるのかを明

らかにする。半導体外観検査において、特に重要になる項目は、測定速度、測定対象に合わ

せたカスタマイズ性、経済性の指標となる価格である。これら３つの水準によって作成した

光干渉計測手法のポジショニングを図 5.6 に示す。比較対象は、市販品の代表例であるレー

ザー干渉計、干渉対物レンズを使った方法、QPM ユニットである。 
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図 5.6 光干渉計測手法のポジショニング 

レーザー干渉計は、QPM と同様に光の干渉を利用して表面形状を解析する装置である。

測定速度は、1 視野について 25 ms 以下で取得することが可能であり、高速な測定を実現し

ている。しかし、スタンドアローンの卓上機であり、カスタマイズを想定した設計ではない。

また、様々な方式の干渉計が市販されているが、価格は 2000 万円以上と高額なものが多い。 

安価な手法としては、干渉対物用レンズとピエゾステージを用いて干渉画像を測定する

方法がある。干渉対物レンズには、2 光束干渉用レンズとして、マイケルソン型、ミロー型、

リニク型がある。これらの対物レンズを用いて、ピエゾステージによってサンプルの Z 軸

方向に走査することで干渉画像を取得する。測定には位相シフト法を用いる場合、市販のピ

エゾステージでは、位相シフト法に必要な複数画像を取得に数秒の時間を要する。そのため、

この手法は高速撮像には不向きである。一方、ここで使用する部品は、顕微鏡に追加するこ

とを前提としているため、組み合わせは自由であり、カスタマイズ性は高い。また、価格は

干渉用対物レンズとピエゾステージの合計で 100 万円程度であり、比較的安価である。 

QPM ユニットは、前項で述べた通り、高速測定が可能であり、1 視野あたり 25 ms 程度

の測定速度である。また、QPM ユニットは、第 4 章で示した通り、干渉光学系のコア部で

あり、顧客仕様に応じたカスタマイズ可能である。価格帯は、QPM ユニットのハードウエ

アと位相計算ソフトウエアのパッケージで 500 万円以下を想定している。パートナー企業
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タルコストの低減を目指している。 

光干渉計測手法のポジショニングを整理することで、QPM ユニットは、レーザー干渉計、

干渉対物レンズ方式に対して、カスタム設計を前提としており、パートナー企業との協業に

よって、高速測定装置を提供することに優位性があることを確認した。 

5.4.3 バリューチェーン分析 

本節では、QPM ユニットのバリューチェーン分析を行い、独自の強みをどこに置くべき

であるかを検討する。ここで、同業他社が干渉計を搭載した検査システムして製品提供する

場合と所属企業が QPM ユニットをパートナー企業に提供し、パートナー企業が検査シス

テムを構築して製品とする場合の 2 つのパターンについてのバリューチェーン分析を行う。 

隠れたチャンピオンの基本戦略でもある集中戦略において、ターゲット市場のシェア拡

大を狙うためには、独自のバリューチェーンを深化させ、独自性と優位性を兼ね備えた最終

製品を生産する工程、技術、部品を作りあげることが必要である。バリューチェーンとは、

マイケル・ポーター氏によって提唱されたフレームワークであり、企業を戦略的に意味のあ

る活動に分解するツールである。自社と同業他社のバリューチェーンを比較することで、自

社の競争優位の源泉、つまり価格の引き上げ、またはコストの低下をもたらす特定の活動に

焦点をあて、明確にすることができる[52]。 

干渉計を搭載した検査システムを販売する場合と QPM ユニットとパートナー企業へ展

開する場合の 2 つのバリューチェーン分析を行った。バリューチェーン分析の結果を図 5.7

に示す。装置が最終製品として消費者であるエンドユーザーに販売されるまでに５つの主

要活動を定義した。その活動は、製品設計、製造、物流、販売・マーケティング、メンテナ

ンスである。 

 

図 5.7  QPM ユニットと市販干渉計のバリューチェーン 
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最初に、干渉計を搭載した検査システムを販売する場合は、すべてのバリューチェーンの

活動を自社もしくは自社に近いところで実施する必要がある。つまり、主要活動は、垂直統

合型となる。垂直統合では、バリューチェーン全体の中間コストを抑え、利益のすべてを享

受できる。また、商品コンセプトに沿った開発・部品製造・組立を一貫して行えるため、製

品の完成度が高くなる。さらに、ブランドや品質・納期なども統制・管理できるため、商品

価値も高まりやすい。製造ノウハウを組み込んだ干渉計を搭載した検査システムを自社開

発し、開発から製造・販売までの活動をすべて自前で行うことで、高収益性をもたらす可能

性がある。このような垂直統合では、技術やアイデアが企業内に蓄積され、機密となるノウ

ハウが社外に漏れるリスクも小さくなるため、企業の競争力をより長く保つことができる。

しかしながら、垂直統合は、初期設備投資や固定費などの負担が大きくなりやすい。また、

投資回収の期間が長くなることから、競争や市場ニーズが大きく変化した場合の対応が難

しくなる。 

次に、QPM ユニットの場合は、パートナー企業にカスタム設計した QPM ユニットを

OEM 提供する。所属企業は QPM ユニットの製品設計と製造を担当する。一方、検査装置

として必要となる搬送系やシステム制御の開発は、パートナー企業が担当する。つまり、所

属企業は、コア技術である干渉計の製品設計と製造のみに注力することができる。QPM ユ

ニットを搭載した検査装置の製造と物流はパートナー企業が担当する。販売とマーケティ

ングに関しては、パートナー企業と所属企業が協業して市場開拓、市場浸透を進める。一方、

メンテナンスは所属企業が担当することで顧客ニーズを直接得る機会を作り、製品設計に

フィードバックする。さらには、所属企業が複数のパートナー企業と協業することで市場の

拡大とニーズの深堀の両立が可能になる。 

バリューチェーン分析により、QPM ユニットの独自の強みは、コア技術である QPM の

製品設計と製造へ注力によって、製品品質を高めていくことだと確認した。また、マーケテ

ィングとメンテナンスも所属企業が担当することで、製品設計に顧客ニーズをフィードバ

ックすることが可能になり、さらに製品品質が高まっていく。加えて、複数のパートナー企

業との協業によって、QPM ユニットの市場の拡大とニーズの深堀が可能になる。 

5.5 ビジネスモデルの整理 

隠れたチャンピオンの基本戦略、前節までに実施したフレームワークの分析結果をビジ

ネスモデルとしてまとめる。本節では、ビジネスモデルキャンバスを用いてビジネスモデル

の全体像を確認する。ビジネスモデルキャンバスとは、アレックス・オスターワルダー氏と
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イヴ・ピニュール氏によって開発された、ビジネスモデルを理解するためのフレームワーク

である[61]。新しいビジネスモデルを開発するときや既存のビジネスモデルを分析するとき

に全体像を可視化して考えるために活用されている。ビジネスモデルキャンバスによって、

ビジネスに重要な９つの要素の関係を図式化でき、ビジネスの全体像や事業構造を理解し

やすくなる。９つの要素とは、顧客セグメント (CS)、顧客関係 (CR)、チャネル (CH)、

価値提案 (VP)、主要活動 (KA)、リソース (KR)、パートナー (KP)、コスト構造 (CS)、

収益の流れ (RS)であり、それぞれ相関関係にある。 

前述の基本戦略と分析結果に基づいて作成したビジネスモデルキャンバスを図 5.8 に示

す。QPM ユニットの価値提案は、半導体ウエハー・チップに対するナノメートルオーダー

の欠陥・キズ検査の低コスト化である。パートナーは、半導体外観検査に精通したシステム

インテグレーターであり、パートナーは QPM ユニットを搭載した検査装置を製造する。顧

客セグメントは、エンドユーザーである半導体デバイスメーカーである。価値を提供するた

めに必要となるリソースは、QPM に関する特許権、技術者、製造設備である。主要活動は

QPM ユニットの製品設計と製造、マーケティング、メンテナンスであり、所属企業はこの

項目に注力し、半導体ウエハー・チップの外観検査の市場を深堀していく。また、あくまで

も市場開拓は、パートナー企業と協業して行うものであり、この協業によって顧客との関係

を深め、市場からの本質的なニーズを抽出し、製品設計にフィードバックさせる。コストは

主要活動である製品設計、製造、マーケティング、メンテナンスに付随するものである。特

に QPM ユニットは、コアとなる干渉光学系のみを製造するため、比較的少ない設備投資で

対応可能である。収益は、QPM ユニットの OEM 販売やメンテナンスであるサービス提供

から得る。 
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図 5.8 工業向け QPM ユニットのビジネスモデルキャンバス 

QPM 事業の早期立ち上げと収益化のため、まずは工業向け QPM ユニットの事業を立ち

上げに注力する。その中で、作成したビジネスモデルを仮説検証し、アップデートすること

でビジネスモデルを確立する。その後、事業が軌道に乗った後に、グローバル化戦略とソフ

トな多角化戦略によって、さらなる事業成長を目指す。具体的には、所属企業の海外現地法

人からの製品展開、バイオ分野への展開を将来的に目指す。 

5.6 まとめ 

本章では、工業向け QPM ユニットに関して、半導体検査装置市場での競争優位性を高め

るためのビジネス戦略を立案するために、隠れたチャンピオンの基本戦略と複数のフレー

ムワーク分析を実施した。最終的に本章で示した戦略と分析内容をビジネスモデルキャン

バスのフレームワークに落とし込み、ビジネスモデルとしてまとめた。 

隠れたチャンピオンの戦略は次の 4 つから構成されている。①No.1 を目指すのための狭

く・深く定義された市場に特化した集中戦略、②狭い市場での売上を拡大するためのグロー

バル化戦略、③コア市場の技術・ノウハウを他市場に展開し、さらに能力を高めるためのソ

フトな多角化戦略、④ハード、ソフト、サービスを統合したシステムでの製品提供である。

これらの基本戦略を QPM ユニットの戦略構築に適用した。 

工業向け QPM ユニットの事業がニッチャーを極めて、隠れたチャンピオンになるため

には、No.1 になりうる市場を明らかにし、ポジショニングを決める必要がある。そこで QPM

の技術的な観点からの適正の見定めとポジショニング分析を実施した。その結果、QPM ユ
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ニットのターゲット市場は、半導体外観検査市場における、凹凸の少ない半導体ウエハー・

チップの欠陥や傷の検査とした。また、QPM ユニットのポジショニングは、高速測定を特

徴とした干渉計測装置をカスタム設計し、それをパートナー企業へ OEM 提供することに

優位性があることを確認した。 

集中戦略において、ターゲット市場でシェアを拡大するためには、独自のバリューチェー

ンを深化させ、独自性と優位性を兼ね備えた最終製品を作りあげることが必要である。そこ

で、バリューチェーン分析により、QPM ユニットの独自の強みは、コア技術である QPM

の製品設計と製造へ注力することによって、製品品質を高めていくことだと確信するに至

った。また、マーケティングとメンテナンスも所属企業が担当し、製品設計に顧客ニーズを

フィードバックすることで、さらに製品品質が高まっていくことも確認した。加えて、複数

のパートナー企業との協業によって、QPM ユニットの市場の拡大とニーズの深堀が可能に

なると考えた。 

最終的に本章で示した戦略と分析内容をビジネスモデルキャンバスのフレームワークを

用いて、ビジネスモデルとしてまとめた。QPM 事業の早期立ち上げと収益化のため、立案

したビジネスモデルを活用しながら、まずは工業向け QPM ユニットの事業立ち上げに注

力する。具体的には第 4 章で述べた A 社との製品開発、他のパートナー企業の協業を進め

ていく。その後、事業が軌道に乗った後に、隠れたチャンピオンの基本戦略であるグローバ

ル化戦略とソフトな多角化戦略によって、さらなる事業成長を目指す。具体的には、所属企

業の海外現地法人からの製品展開、バイオ分野への展開を将来的に行い、QPM 事業を既存

事業に続く新たな収益源の柱として成長させていく。 
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第6章 結論 

6.1 本研究のまとめ 

本論文では、所属企業の QPM の事業化に向けて、QPM の使いやすさと安定性の向上の

ための技術開発、顧客ニーズに適合した装置開発、及び QPM 事業の競争優位性を高めるた

めのビジネス戦略の立案を行った。 

第１章では、研究背景と研究目的を説明した。所属部署では、長期的な成長を目的として、

多角化によって新規事業の立ち上げを行い、新たな収益源を生み出すことが喫緊の課題と

なっていた。そのため、最初に既存事業の SWOT 分析を行い、既存事業の強みを明らかに

した。次に新たな製品群を早期に事業化するために、SWOT 分析で明らかになった既存事

業の強みと親和性が高い技術を所属企業の研究所が有している技術シーズの中から探索し

た。その結果、QPM が新事業の候補となり、既存事業の知見である設計技術・ノウハウを

QPM の製品開発に活用して、事業化を進めることとなった。研究所で開発された QPM 試

作機を筆者の所属部署である事業部に技術移転を行い、事業部で試作機開発を開始した。研

究所の試作機をもとにハードの改良設計を行い、光学性能を改善した「フラッグシップ機」

と呼ばれる試作機を開発した。フラッグシップ機を用いて、測定の実施や操作性の確認をす

ると、高画質な測定画像が得られたものの、干渉計特有の光学調整の操作性に問題があるこ

とが明らかになった。理由は、所属部署の QPM は、低コヒーレンス光源を用いた 2 光束干

渉計であり、光学調整は容易ではなく、干渉計の構造を熟知している技術者でないと操作が

難しかったためである。また、QPM の製品化に向けて、社内外の市場情報を調査したとこ

ろ、所属企業が目指すべき明確な市場のニーズが把握できていないこと、さらには QPM と

同様に光干渉計測技術を応用した装置が複数リリースされており、多くの競合他社が存在

することが判明した。上記の背景から、本研究の目的を以下の 3 つに設定した。 

⚫ 装置の使いやすさと安定性を向上させるための自動化技術の開発 

⚫ 所属企業が目指すべき市場ニーズを明らかにし、そのニーズに適合した QPM の開発 

⚫ QPM 事業の競争優位性を高めるためのビジネス戦略の立案 

第 2 章では、QPM に関連した光干渉計測技術の概要、次に位相解析手法である定量位相

イメージング手法について述べた。最後に、所属企業の研究所で実施された QPM の研究開

発内容と事業化検討について説明した。研究所の QPM 試作機は、明視野観察や蛍光観察で

は見えない微細構造を見ることを目標にしていたため、高画質で高分解能の位相画像を取
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得に特化した方式を採用していた。そのため、水平分解能に劣化が無く、ノイズのない高画

質な位相情報を取得できる装置であった。しかしながら、光学調整が容易ではなく、調整に

は一定のノウハウが必要であったため、使いやすい装置とは言えなかった。また、QPM は

過去にバイオ向けに事業化検討が 2 回実施されたが、事業化に時間がかかること、周辺技

術が未成熟であったことから、事業化が見送られたことを説明した。 

第 3 章では、バイオ向け QPM のフォーカススキャン機構の開発について述べた。従来、

低コヒーレンス干渉計では、細胞のフォーカス調整をすると物体光路の光路長が変化する

ため、フォーカス調整時には参照光路の光路長の再調整が必要であり、装置は使いにくいも

のであった。そこで、本研究では、低コヒーレンス・リニク干渉計である QPM と焦点可変

レンズ(FTL)を組み合わせて、電気的にフォーカス調整が可能なコンパクトな光学系を新規

に提案した。FTL の導入によって、コヒーレンスゲートと幾何学的フォーカスを切り離す

ことができたため、フォーカス位置を調整しても、光路長の再調整は不要になった。本セッ

トアップでは-200 ~ +300 µm の範囲のスキャンが可能であった。また、フォーカススキャ

ンの応答時間は 10 ms 程度であった。さらに顕微鏡筐体の保持機構に両持ち構造を適用す

ることで、振動ノイズを低減し、除振台なしの環境で高品質な位相画像の生成を実現した。 

第 4 章では、製品化を念頭に置いた工業向け QPM を開発するため、半導体外観検査装

置のシステムインテグレーターである企業 A と共同開発を開始し、顧客のニーズの調査に

基づく QPM の試作機開発を実施した。企業 A からは、半導体外観検査装置向けに QPM

を導入するための具体的ニーズである４つの要求事項が示された。4 つの要求事項である、

QPM 光学系の分離、高速撮像のための位相シフト機構の高速化、位相画像を出力するため

の画像処理の高速化、光学調整機構の電動化についてそれぞれの開発を実施した。開発した

QPM ユニットを用いた工業サンプルの撮像結果から、高画質でノイズのない位相画像が得

られることを確認した。 

第 5 章では、工業向け QPM ユニットに関して、半導体検査装置市場での競争優位を高

めるためのビジネス戦略を立案するために、隠れたチャンピオンの基本戦略に基づき、複数

のフレームワーク分析を実施した。最終的に一連のフレームワーク分析による考察結果を

ビジネスモデルキャンバスのフレームワークに落とし込み、QPM 事業のビジネスモデルと

してまとめた。 

6.2 本研究の結論 

本研究の大目的は QPM 事業の立ち上げである。第 1 章に示した 3 つの研究目的を以下
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に示す。 

研究目的１：装置の使いやすさと安定性を向上させるための自動化技術を開発する。 

干渉光学の調整を容易にして、誰にでも使える装置にするために新規の光学系を提案す

る。そのため、QPM の光学調整機構を電動化し、様々な測定サンプルに対して簡単に使用

できる装置を開発する。 

研究目的２：所属企業が目指すべき市場ニーズを明らかにし、そのニーズに適合した仕様の

QPM を開発する。 

QPM を製品化するためには、顧客ニーズや特定のアプリケーションに対して適合した開

発が必要である。そのため、想定顧客と製品化を前提とした共同開発を実施して、想定顧客

の具体的なニーズに基づいた試作機を開発する。 

研究目的３：QPM 事業の競争優位性を高めるビジネス戦略を立案する。 

QPM 事業が競合他社に対して競争優位性を高めていくためには、顧客ターゲットを絞り

込み、ポジショニングを明確にしたうえで、独自の戦略を構築する必要がある。そのため、

所属企業の強みを生かしたビジネス戦略を立案する。 

研究目的１については、第 3 章では、バイオ向け QPM に焦点可変レンズ(FTL)を導入し

た新たな光学系を提案し、コヒーレンスゲートと幾何学的フォーカス位置を分離すること

で、低コヒーレンス干渉計においても、FTL を用いることでフォーカス位置を自由に調整

できるようになった。また、第 4 章では、工業向け QPM の光路長調整機構をステッピング

モーターによって電動化し、画像処理を用いることで干渉縞コントラストの最適化が容易

になった。これらの 2 つの技術開発によって、誰にでも簡単に使うことができる QPM 装

置を開発した。 

研究目的 2 については、第 4 章では、企業 A と共同開発を行い、QPM を半導体外観検査

装置に適用するための顧客ニーズをヒアリングし、それぞれの課題に対して、技術開発を行

うことで企業 A の要求事項を達成した工業向け QPM ユニットが開発された。 

研究目的 3 について、第 5 章では、工業向け QPM ユニットの製品化に向けて、QPM ユ

ニットの競争優位性を高めるためのビジネス戦略を立案した。所属企業もその 1 つとして

選ばれている「隠れたチャンピオン」の基本戦略に基づき、いくつかのフレームワーク分析

を行った。最終的に一連のフレームワーク分析の考察結果をビジネスモデルキャンバスに

よって整理し、QPM 事業のビジネス戦略を示した。 



第 6 章 結論 

 —————————————————————————————————————— 

61 

 

以上の 3 つの研究目的の達成によって、本研究の大目的である QPM 事業への立ち上げ

対して、その第一歩を踏み出すことができたと結論付ける。 

6.3 今後の展望 

立案したビジネス戦略を実行に移し、QPM 事業の早期立ち上げと収益化を達成するため

に、パートナー企業と共同開発を進めている半導体外観検査向けの QPM ユニットの製品

化に注力する。工業向け QPM ユニットの競争優位性を高めていくためには、パートナー企

業との関係構築が重要である。パートナー企業とともに市場ニーズを深堀し、独自のバリュ

ーチェーンを構築することで新たな価値を創造する。そして、事業が軌道に乗った後に、隠

れたチャンピオンの基本戦略であるグローバル化戦略とソフトな多角化戦略によって、さ

らなる事業成長を進める。具体的には、所属企業の海外現地法人からの製品展開、バイオ分

野への展開によって製品群の拡大を目指す。 
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